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１． 参考資料１ 文献調査 
リターナブル・リユース容器に関する以下の文献の詳細を示す。 
 
１－１． 国内の事例紹介に関するもの(びん) 
（１） 宅配牛乳用の新コーティング技術 高強度・超軽量リターナブルびんの開発：野々垣智

彦：Packpia、Vol.48,No.7、2004.7. 
（２） 環境にやさしいリターナブル・ボトルの普及目指して：山本義美：月刊廃棄物、VOL33 

No.1、2007.1 
（３） リターナブルびんを取り巻く環境について：今井一夫：消費者情報、Vol.341、2003.5 
（４） ガラスびん－安定したリターナブルの一方で、自ら再生に乗り出す資生堂：著者不明：

環境ビジネス、Vol.24、2004.6 
（５） 「びんは再使用するもんどすえ」－京都市の生きびん(リユースびん)回収事業：吉川康

彦：C&G.、Vol.11、2007.3 
（６） デポジット制度の実施状況調査及び事業者（メーカー・小売事業者）の係わりへのスキ

ーム等検討調査 
 
１－２． 国内の事例紹介に関するもの(梱包材) 
（７） 「包装資材のリターナブル」について：三浦康英：ロジスティックシステム、VOL.16 No.1、

2007.1 
（８） IC タグによるリターナブル梱包資材の管理：太田健司：自動認識、Vol.19,No.1、2006.1. 
（９） 段ボール箱のリターナブルシステムについて：杉山正：包装技術、Vol.42,No.2、2004.2. 
 
１－３． リターナブル容器の環境評価に関するもの 
（１０）CO2 排出削減を目的としたリユースびんの環境評価：鹿蓉、見市晃、今堀洋子：追手門

経営論集、Vol.11,No.2、2005.12 
（１１） リユースするガラスびんの社会実験：見市晃、鹿蓉：工業経営研究、Vol.20、2006.9. 
（１２） イベント会場でのリターナブルカップ利用による環境負荷の低減：中澤克仁、片山恵一、   

坂村博康、安井至：日本エネルギー学会誌、Vol.84,No.1、2005.1. 
（１３） 飲料容器の生産・廃棄過程における環境負荷のリターナブル容器とワンウェイ容器の比 

較：松田美夜子、松田皎：富士常葉大学研究紀要、第 6 号、2006.1. 
 
１－４． アンケート・ヒアリングによる実態調査 
（１４） 経済産業省委託事業・平成 15 年度環境問題対策調査等委託費：（容器包装リサイクル推 

進調査） ＜容器包装使用削減等実態調査＞ 
（１５） （財）食品産業センター・リターナブル容器利用等実態調査：（平成 16 年度容器包装リ 

サイクル法普及定着推進事業） 
（１６）（財）食品産業センター・容器包装廃棄物排出抑制及びリターナブル容器利用等調査 
（１７） 環境省・平成 18 年度地域における容器包装廃棄物 3Ｒ推進モデル事業：モデル市町村 

のリターナブルびん分別収集効果・効率性検証事業（ガラスびんリサイクル促進協議

会） 
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（１８） 環境省・平成 18 年度地域における容器包装廃棄物 3Ｒ推進モデル事業：リターナブル

びん利用促進モデル事業（リターナブルびん利用促進モデル事業推進連絡会） 
（１９） 経済産業省・平成 18 年度環境問題対策調査等委託費（容器包装リサイクル推進調査）

容器包装廃棄物再商品化製品の品質向上のための調査 
（２０） 容器包装廃棄物排出抑制及びリターナブル容器利用等調査報告書：財団法人 食品産業

センター：平成 19 年 3 月 
（２１） リターナブル容器研究会報告書：特定非営利活動法人ごみゼロネット大阪：平成 13 年

10 月 
 
１－５． 海外事例の紹介文献 
（２２）ヨーロッパで普及するリターナブルPETの現状と日本の課題：舊橋章：工業材料、VOL51 

No.12、2003.12 
（２３）強制デポジットの適用で拡大するドイツのリターナブル PET ボトル：舊橋章：工業材料、

VOL54 No.3、2006.3 
（２４）どこよりも早い！ドイツにおける廃棄物政策（前編）：中曽利雄：月刊廃棄物、VOL33 

No.1、2007.1 
（２５）どこよりも早い！ドイツにおける廃棄物政策（後編）ドイツにおけるリターナブル飲料

容器とワンウェイ飲料容器の確執：中曽利雄：月刊廃棄物、VOL33 No.2、2007.2 
（２６）ヨーロッパにおけるリターナブルボトルの現状―リサイクルよりリユースへ―：舊橋

章：プラスチックス、Vol.53,No.10、2002.10. 
（２７）容器包装及び容器包装廃棄物指令 97/62/EC の実施と容器包装の抑制及びリユースを促

進する方法に関する研究（原題：Study on the Implementation of Directive 94/62/EC on 
Packaging and Packaging Waste and Options to Strengthen Prevention and Re-use）： 
http://ec.europa.eu/environment/waste/studies/packaging/050224_final_report.pdf 
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タイトル （１）宅配牛乳用の新コーティング技術 高強度・超軽量リターナブルびんの開発 
著者等 野々垣智彦：Packpia、Vol.48,No.7、2004.7. 
著者所属 石塚硝子(株) テクノロジーカンパニー技術開発部 顧問 

概要 

 石塚硝子は環境保護に非常に優れた宅配システムの衰退によるリターナブルびん減

少を憂慮し、その復活を目指すため、明治乳業、小林硝子、月星化成と共同で、傷が

付きにくい「樹脂コーティング(以下 MUC)リターナブル牛乳びん」を開発した。本特

集では、その技術について説明している。 

成果 

MUC リターナブル牛乳びんの特徴 
・  軽量びんと MUC の組み合わせを採用している。 
・ アルカリ洗浄の剥がれが少ない。 
・ 傷が付きにくい。 
従来のリターナブルびんは 20 回も洗浄すると明らかに外観を損ねる状態になるが、

MUC びんは 70 回洗浄しても、ほとんど傷やコーティング膜の剥がれが発生しない。 
・ 長寿命の耐候性 
・ 環境ホルモンフリー 
・ 洗びん後の検査障害がない 
・ 薄膜 25～30μm を実現 
・ ローコスト 
・ 水系原料(水を主成分としている原料)で安全 
 以上の特徴があるため、製造エネルギーや CO2の大幅削減を達成した。 
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タイトル （２）環境にやさしいリターナブル・ボトルの普及目指して 
著者等 山本義美：月刊廃棄物、VOL33 No.1、2007.1 
著者所属 びん再使用ネットワーク事務局長 

概要 

 びん再使用ネットワークは容リ法改正論議で、リサイクルよりもリユースを優先す

る『拡大生産者責任徹底』の法制化を提案してきた。この考えを元に、びん再使用ネ

ットワークでは、リターナブルびん普及に取り組んでいる。この論文では、びん再使

用ネットワークの実践事例などを紹介し、びん再使用ネットワークが検討している

『携帯リターナブル・ボトル』の企画案について紹介している。 

成果 

(1) R びんと再使用のしくみ 
 ・ 規格を統一し、日本ガラス協会の R マークを刻印したびん(R びん)を作り、誰

でも使えるようにしている。 
 ・ 回収方式は、納品と同時に空びんを返却し、納品便を遡るように 1 ヶ所に回収

するという逆流通を基本としている。 
 ・ 回収実績は 71％であり、自治体が回収リサイクルした場合と LCA で比較する

と、CO2を約 3,000t 削減でき、節約費用も 1.7 億円に上る。 
(2) 普及に向けた取り組み 
 ・ 重くて、割れやすいため扱い難いというびんの短所を克服するために、表面を

コーティングした超軽量 R びんの開発に取り組んだ(40％軽量化)。 
 ・ リターナブルびんが環境に優しいと証明されているにもかかわらず、普及しな

い理由は、ワンウェイびんとは異なり、収集・選別・洗浄の費用をびん利用メーカー

が負担しなければならないため、リターナブルびんにディスインセンティブが働いて

いるからと考えられる。 
 ・ 北九州では焼酎を詰めて販売、回収再使用している R 茶びんがある。 
 ・ この他にも、京都市や名古屋大学などでリユース優先の動きが始まっている。 
(3) 携帯リターナブル・ボトル 
 ・ 学生を中心に本当に環境に良い容器は PET ボトルではなく、リターナブル容

器であることを認識してもらうため、機能性や、デザインに優れたリターナブル・ボ

トルを NGO と学生を巻き込んで開発するという携帯リターナブル・ボトルを企画し

ている。 
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タイトル （３）リターナブルびんを取り巻く環境について 
著者等 今井一夫：消費者情報、Vol.341、2003.5 
著者所属 全国びん商連合会 会長 

概要 
 全国びん商連合会ではリターナブルびん普及のために活動している。本論文では、

リターナブルびんの現状や全国びん商連合会の取り組みについて説明している。 

成果 

・ リターナブルびんの現状 
 リターナブルびんの代表である一升びんとビールびんの利用・回収状況は大幅な減

少傾向にある。その理由は以下のようなことが挙げられる。 
 （一升びん） 
・ ライフスタイルの変化により、紙パックやペットボトルなどの容器を選択する

ようになった。 
・ 回収機能を果たしていた一般小売酒販店が減少し、家庭への宅配が減少してい

る。 
 （ビールびん） 
・ ビールから発泡酒への選好 
・ 自動販売機の増加 
・ 利便性の問題から、缶の需要が増えた 
・ リターナブルびんの長所 
 ① 地球環境に負担をかけない容器である 
・ 東京大学生産技術研究所・安井至教授によれば、リターナブルびんは他の容器

に比べて、環境負荷が小さい。 
 ② おいしく安全に飲める容器である 
・ リターナブルびんは滑らかな口当たりで、外気の影響を遮へいするガスバリア

性に優れている。 
 ③ ごみ削減効果のある容器である。 
・ 飲料容器をすべてリターナブルびんに代替することで、一般廃棄物処理約

1,500 億円を削減できる試算結果となっている。 
・ 全国びん商連合会の取り組み 
 
 以下のようなことを環境省などに働きかけている。 
・ 一定の再使用率の設定 
・ 再使用できない容器に対する一定の賦課金 
・ 拡大生産者責任の考えの明確化と、すべての費用を生産者に負担させる仕組み

の実現化 
・ 食堂やレストランなど全国の自治体関連施設での、リターナブルびんの積極的

採用 
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タイトル （４）ガラスびん－安定したリターナブルの一方で、自ら再生に乗り出す資生堂 
著者等 著者不明：環境ビジネス、Vol.24、2004.6 

概要 

 ライフスタイルの変化が原因で、リターナブルびんの商品は売り上げが下降気味で

あるが、リターナブルびんを扱う企業ではリターナブルびんに対して様々な工夫を行

っている。この特集では、そのような各企業が行っている事例について、紹介してい

る。 

成果 

(1)  キリンビール 
・ ビールびんをセラミックコーティングと薄肉化によって、21％の減量化を図っ

ている。 
 (2) サントリー 
・ アサヒビール、サッポロビールと同じ様式のビールびんを使用し、共同でリタ

ーナブルシステムを構築している。 
・ ウィスキーの黒系びんに、色調に統一性がなく、びん原料として使いにくい、

その他カレットを 90％以上利用し、エコボトルとして使っている。 
(3) 大正製薬 
・ びんを減量化し、びん生産におけるカレット利用率は 8 割を超える。 
(4)  明治乳業 
・ 1998 年より、牛乳びんに一回りほど背が低く、軽いびんを導入 
・ 2003 年より、さらに軽量小型で、ウレタンコートが施され、キズがつきにくく

て長持ちするびんを導入 
・ 宅配牛乳の利用者はピーク時の 1/3 程度まで減少したが、最近は復調傾向にあ

る。 
(5)  資生堂 
・ 化粧びんはほぼ 100％透明びんであり、リサイクル可能であるが、自治体では

不燃ごみとして分別され、多くが埋め立てられている。 
・ ガラスとプラスチックを組み合わせたびんは、簡単に分解できるように設計さ

れている。 
・ 資生堂は 1 億円を投資して、独自のリサイクル施設を建設し、使用済み化粧び

んを販売店経由で回収し、リサイクルしている。 
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タイトル （５）「びんは再使用するもんどすえ」－京都市の生きびん(リユースびん)回収事業 
著者等 吉川康彦：C&G.、Vol.11、2007.3 
著者所属 京都硝子壜問屋協同組合 副理事長 (株)吉川商店 

概要 

 国内で生産される飲料・食品容器年間 800 億本近くのうち、750 億本程度が使い捨

て容器である。京都市ではヨーロッパ諸国のように容器は再使用することを目指し、

京都硝子壜問屋協同組合(以下、京びん協会)と契約し、リユースびんに特化した事業

を始めた。本文では、その事業の説明をしている。 

成果 

(1) 具体的な施策内容と効果 
・ 伏見という清酒の産地では従来の回収網とリユースびんの販売網が維持でき

ていたため、その流通網を生かした施策をとった。 
・ スーパーマーケットなどの店頭に生きびん回収ボックスを設置し、ワンウェ

イ・リユースびんともに回収し、再利用・再使用を京びん協会に委託する。 
・ 汚れたびんなどは少なく、住民の環境意識向上にも効果が見られる。 
・ 回収されるリユースびんの重量は増加している。 
・ リユース容器流通量を増加させるために、リユースびん商品の一覧表を配布

し、リユースびんを PR し、販売を後押ししている。 
・ 京都市ではリユースびんを京都市だけでなく、他の地域にも拡大する案を検討

している。 
・ 一升びんで考えた場合、ワンウェイである新びんが投入された場合と比較する

と 8～9 割の CO2削減効果があるという試算結果になった。 
(2) 資源ごみ有料化によるリユースびんの課題 
・ ワンウェイ容器の単価には費用が内部化されず、リユース容器には内部化され

るため、リユース容器が不利な立場に置かれている。 
・ リユースするための生きびん回収拠点が、有料袋を使わないための手段となっ

ており、市民にとって、本来のリユースという目的意識が低くなっていること

が懸念される。 
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タイトル 
（６）デポジット制度の実施状況調査及び事業者（メーカー・小売事業者）の係わり

へのスキーム等検討調査  

概要 

全国都道府県におけるデポジット制度の実施状況を調査。その中で、清酒ワンウェイ

びんにデポジットを課し、リターナブルびんとして流通させている、京都市の上京小

売酒販組合による「京都方式」についてヒアリング等を行い、詳細に取りまとめてい

る。 

成果 

【実施内容】 
京都方式では組合が 5～50 円の範囲でデポジット価格を設定しているが、金額は参加

店に一任している（回収に関して特にデポジットは課金していない）。参加店にはデ

ポジットのツール一式（識別ツール、告知ポスター等）が無償で配布される。運営方

法としては以下の流れとなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「京都モデル」では全国共通の「Ｒマーク」に加え京都市独自のリユースマークを

定め、京都市内で確実にリユースされていると認定されたびん入り商品に貼付してい

る。回収方法としては、従来の酒販店による回収に加え、大型スーパー等に拠点回収

ボックスを設置している。 
【課題】  
○酒類取り扱いの規制緩和に伴って、組合に加盟しない店舗が増加し、低価格競争な

どの影響で酒販店の経営も益々厳しくなっている。 
○参加店の急激な減少、びん商の営業縮小などにより、活動は大きく後退している。 
○京都市全体で導入するに至っておらず、広域組合の反応は鈍い。 
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タイトル （７）「包装資材のリターナブル」について 
著者等 三浦康英：ロジスティックシステム、VOL.16 No.1、2007.1 
著者所属 新英産業(株) 代表取締役社長 

概要 

 キャノンファインテックに包装資材を販売している新英産業では、中国への輸出時

に使用している包装資材のすべてが廃棄されており、一ヶ月で約 250m3が廃棄されて

いた。その廃棄物のコスト低減・環境負荷低減を考慮できないかという課題を解決す

るために、新英産業は包装資材のリターナブル業務に着手した。本論文は、その概要

について説明している。 

成果 

(1) 包装資材リターナブルの方式 
 ① キャノンファインテックが中国にユニット・部材梱包を送る。 
 ② 中国で使用済みの包装資材を回収し、現地の工場で引取・検品・梱包・の後、

日本に出荷する。 
 ③ キャノンファインテックの生産計画に応じて、新英産業と現地工場で共有して

いる在庫を渡す。 
(2) リターナブルの問題点 
 ・ 包装資材はこれまでは廃棄物であったため、乱暴に扱われ、キズや汚れが見ら

れる。 
 ・ 中国人スタッフと日本人スタッフで、良・不良品の認識がかけ離れている。 
(3) リターナブルの在庫管理 
 ・ コスト削減のために 40 フィートコンテナ船が満載するまで輸送できないこと

や、リードタイムが約 2 週間かかることが理由で、生産計画に伴ったリターナブル包

装資材供給が難しいため、中国・船上・日本の在庫状態を管理している。 
(4) リターナブルサイクル 
 ① まず新規投入を 3 ｶ月から半年続ける。 
 ② 6 ヶ月から 1 年は、新規投入とリターナブル品を 1:1 の割合で使用する。 
 ③ 約一年半経過するとリターナブル率 75％とし、一年半後にはリターナブル率

90％とする。 
(5) リターナブルの実績 
  キャノンファインテックにはコストメリットとして、リターナブル品に関しては

新規製品の 20％減で提供している。 
(6) 新英産業のリターナブルの優位性 
 ・ ワンウェイ包装資材をリターナブルしているため、原価管理が容易で、初期投

資が少ない。 
 ・ リターナブル率が上がるほどコスト削減できるようになっている。 
 ・ 9 ヶ月の削減金額は約 2,100 万円となり、約 28％のコスト削減率となる。 
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タイトル （８）IC タグによるリターナブル梱包資材の管理 
著者等 太田健司：自動認識、Vol.19,No.1、2006.1. 
著者所属 凸版印刷(株) IC ビジネス本部 RFID ソリューション部 ℡：03-5840-4374 

概要 

 住宅の新築現場で排出していた梱包材料は 1 邸当たり約 3.5m3にのぼっていた。旭

化成ホームズは地球環境への対応策の重要課題として、ゼロエミッション化を目指し

ている。そこで、住宅部材供給メーカーでもある凸版印刷と共同で、IC タグを使用し

たリターナブル梱包資材を初めて実運用した。本特集では、その事例について説明し

ている。 

成果 

(1) リターナブル梱包資材管理システム概要 
  このシステムは、メーカー及び物流センターにデータベースを利用した専用ソフ

トを置き、メーカーでも物流センターでもリターナブル梱包資材の使用履歴の分析が

可能なシステムである。システムの概要としては論文の図－1 に詳しく書いてある。

おおまかな流れとして、下記の流れで包装資材が流れる。 
メーカー → 物流センター → 建築現場 → 物流センター → メーカー 
 
IC タグを読み取るポイントは、次の 3 つである。 
 ①メーカーでの製品梱包時 
 ② 物流センターでのリターナブル梱包資材回収時 
 ③ メーカーでのリターナブル梱包資材回収時 
(2) それぞれの役割 
 ① メーカー(梱包時) 
 ピッキング時にリターナブル梱包資材の IC タグを読み取り、前もってバーコード

で読み取ってあった契約番号の関連づけを行う。この時、メーカー用使用回数カウン

タのカウントアップを行う。 
 ② 物流センター(出荷) 
  契約番号に基づき、新築現場へ出荷する。 
 ③ 新築現場 
  製品を受け取った後、リターナブル梱包資材をトラックに載せて物流センターへ

持ち帰る。 
 ④ 物流センター(回収・返却) 
  IC タグを読み込み、回収処理を行う。この際、リターナブル梱包資材は返却する

メーカー別に仕分け作業を行う。物流センター用使用回数カウンタのカウントアップ

を行い、メーカーに返却する。 
 ⑤ メーカー(回収) 
IC タグを読み込み、回収処理を行う。必要に応じて、清掃・点検・補修などのメンテ

ナンスを行い、履歴を記録する。 
(3) 管理 PC の機能 
 ① 物流センター用 
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・ 未返却梱包資材リストなど検索項目の表示 
・ リターナブル梱包資材の返却指示 
 ② メーカー用 
・   梱包資材在庫リストなど検索項目の表示 
(4) IC タグの選定 
 降雨時の運用や、洗浄などを考慮し、日常防水程度の耐水性を持つものとする。 
(5) 効果等 
 ・ 使用回数 30 回程度で経済的な効果が出る。リターナブル回数の実力値は 50 回

以上。 
・ パソコン上のデータベースに照合することなく、その場で梱包資材の状況を確認

することが可能。 
・ 回収などの業務が従来の作業時間と比べて、IC タグ導入により、約 1/3 に短縮さ

れ、物流センターのコストを年間約 1,000 万円削減した。 
・ 施工現場の廃棄梱包資材の処理費用も年間約 2 億円削減。 
・ システムに起因する大きなトラブルが一件も起こっていない。 
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タイトル （９） 段ボール箱のリターナブルシステムについて 
著者等 杉山正：包装技術、Vol.42,No.2、2004.2. 
著者所属 ゆう企画研究所 

概要 
 包装廃棄物削減とコスト低減を目的として、ゆう企画研究所などの共同開発グルー

プが共同研究して、リターナブル化に取り組み、仕様改善とシステム開発した事例を

紹介する。 

成果 

(1) リターナブルの仕様について 
 形状は製品の重量別に 4 種類に分類する。 
(2) 各種・強度の確認テスト 
 乗用車による走行・荷役テスト、圧縮・振動・回転六角ドラム・テスト、本番の荷

役・輸送テストの結果、通常の荷扱いであれば、10～20 回程度のリターナブル使用に

は十分耐えられることが明らかになった。 
(3) 補修方法の検討 
 原紙と段ボールシートを適当なサイズに切って糊貼りする。紙と糊の接着強度は抜

群であり接着箇所はさらに圧縮強度が増す。 
(4) 回収システムの構築 
 物流条件は多岐にわたり、各会社間の命令・指示が難しいなどといった様々な問題

点が予測されるため、はじめは簡単でシンプルなルートから実施して定着させ、徐々

に拡大させる。 
(5) 仕分け・検査・補修・再納入システム 
 仕分け・検査・補修・再納入の作業を段ボール会社が一括担当するようなシステム

を構築する。 
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タイトル （１０） CO2 排出削減を目的としたリユースびんの環境評価 
著者等 鹿蓉、見市晃、今堀洋子：追手門経営論集、Vol.11,No.2、2005.12 
著者所属 追手門大学 

概要 

 現代では CO2の削減や、最終処分場残余量の減少など環境問題が顕在化しており、

環境省では様々な施策が考えられている。その一つとして、ガラスびんのリユースシ

ステムである。本論文ではリユースびんとワンウェイびんのコストの違い、リユース

システムの改良余地の有無などを検討し、リユースシステムの経済的な立場から見た

問題点、日常生活にスムーズに入り込む仕組みなどを検討することを目的とし、以下

のような調査、計算を行った。 
(1) リユースびんとワンウェイびんの現状と相違 
(2) LCA 分析を主にした調査結果の分析 

成果 

(1)  リユースびんとワンウェイびんの現状と相違 
 びんの流通量はプラスチック容器などの流通が原因で減少する一方というのが現状

である。また、びんの中でも、ほとんどがワンウェイびんであり、リユースびんには

環境負荷低減など有用性があるが、あまり流通していない。 
(2)  LCA 分析を主にした調査結果の分析 
 LCA 分析は、既往研究で行われたデータを新しく計算することなく用いている。分

析は、以下のように分けて分析している。ここでは主に『LCA 実務入門』(LCA 実務

入門編集委員会編、(株)産業環境管理協会、1999)のデータを転載している。 
 ① びんの製造、 ② びんの輸送、 ③ 焼酎の製造と充填行程 
 ④ びん洗浄工程 
(3)  結果の比較・考察 
① リユースびんとワンウェイびんを比較したコスト分析 
・現在の焼酎びんの戻り率は 14％であり、この状態でコスト分析を行うと、一本当た

りの価格の安さが要因で、ワンウェイびんよりリユースびんの方が損失は大きい結果

になる。 
・九州の焼酎メーカーの 50％がリユースびんに参加した場合を想定すると、戻り率

78.5％でリユースびんが有利になる。 
② 回収率の変化に伴う環境負荷削減効果 
・CO2削減量は現状 14％で 10t、中間値 57％で 25.3t、最大値 85％で 37.8t となる。 
・廃棄物削減量は現状 14％で 110t、中間値 57％で 256t、最大値 85％で 401t となる。 
③ 回収率をあげるための施策提案 
 ここでは、宣伝活動、リサイクル方法の工夫、行政との連携を挙げている。 

結論 

 リユースびんは、繰り返し使えば使うほど、環境負荷削減が行われる。また、今回

の結果で、以下のような問題点が明らかになった。 
① 事業が自立して動くようにするための糸口を見つける 
② 輸送距離を縮めるようにする 
③ 戻り率を 78.5％まで向上させる方法を考える 
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タイトル （１１） リユースするガラスびんの社会実験 
著者等 見市晃、鹿蓉：工業経営研究、Vol.20、2006.9. 
著者所属 追手門学院大学、追手門学院大学大学院 

概要 

 京都議定書が発効され、2012 年までに実質 31％近くの削減が必要であるといわれ

ている。それに向けて環境省では様々な取り組みが検討されている。その中でも、小

規模な CO2 排出削減と市民の志向を循環経済に誘導することを狙い、ガラスびんの

再使用とそのシステムの構築が検討されている。そこで環境省は、環境生活文化機構

に社会実験を委託し、リユースびんと使い捨てのワンウェイびんの環境負荷の違いの

検討、リユースシステムが自立する条件の検討を目的とし、社会実験を行った。本論

文では、その社会実験の概要、結果についてとりまとめている。 

成果 

(1) 社会実験の概要 
 対象地域は南九州である。 
(2) リユースびんの規格 
  冷蔵庫に入るサイズで 1 週間分の飲量であることが理由で、900ml が選ばれた。 
(3) 回収方法 
・ 焼酎メーカーが問屋を経て酒販業者に商品を届ける。 
・ 酒販業者が飲食店に商品を届け、空きびんを引き取る。家庭からの空きびんは自

治体が回収する。 
・ 回収した空きびんを洗びん業者が洗い、再び焼酎メーカーに戻す。 
・ リユースシステム 
・ 消費者・飲食業者がリユースびんを返却すると、酒販業者から 5 円返却される。 
・ 酒販業者は戻りびんを洗びん業者に売却することができる。一方、ワンウェイび

んはお金を支払い、廃棄物処理業者に引き取ってもらわなければならない。 
・ 洗びん業者は洗浄費用を上乗せして買い取ってもらえる。 
・ 焼酎メーカーはワンウェイびんか、ワンウェイびんより安価なリユースびんのど

ちらを購入するかを選べる。 
(4) 製造・輸送の条件等 
・ リユースびんは、10 回の使用を目安とする。 
・ 洗浄費用は 1 本当たり 10 円未満と考える。 
・ ワンウェイびんの一本当たりの初期価格は、リユースびんに比べて、6 円安い。 
・ 製造に必要なエネルギーは、リユースびんとワンウェイびんで大きな差はないと

する。 
・ リユースびんとワンウェイびんは、同じ条件で製造、運搬されているとする。 
(5) 実験効果の評価 
・ リユースびんとワンウェイびんの経費を比較すると、現状の 14％ではワンウェイ

びんの方が有利であり、回収率を 78.5％まで上げると、リユースびんの方が有利

になる。つまり、回収率を 64.5％分上げなければ、経済的に自立したシステムと

ならない。 
・ 南九州に加え、北九州の 5 割の焼酎メーカーが賛同した場合の条件で、シミュレ

ーションを行うと、回収率約 33％の場合リユースの方が有利になる。 
・ リターナブルびん実践ハンドブックの計算では、回収率が 33％の時の再使用可能

回数は 1.5 回であり、目標の 10 回使用の場合は 90％の回収率が必要である。 
・1998 年のびん出荷 140 万トンが全てリユースびんになれば、約 125 万トンの廃棄

物削減が見込まれ、約 1,500 億円の費用削減が可能となる。 

結論 
 現状ではリユースシステムで自立するほどの利益を上げることは難しいが、環境保

全のために不満点を乗り越えて進めるよう市民や行政が支援する必要がある。 
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タイトル （１２） イベント会場でのリターナブルカップ利用による環境負荷の低減 
著者等 中澤克仁、片山恵一、坂村博康、安井至：日本エネルギー学会誌、Vol.84,No.1、2005.1. 

著者所属 
中澤克仁：(株)富士通研究所、片山恵一：東海大学工学研究科、 
坂村博康：東京大学生産技術研究所、安井至：国際連合大学 

概要 

 大量消費、大量廃棄というライフサイクルから循環型のライフサイクルに見直しが

求められる中、スポーツイベントなどでの紙コップ等飲料用容器が大量に廃棄される

ことが課題となっている。本研究では、大分スポーツ公園総合競技場にて実施された

リターナブルの LCI 分析を行い、従来型の紙コップを利用した飲料サービスと比較

し、リターナブルカップ採用における環境負荷低減効果を検討した。 

成果 

(1) リターナブルカップシステムについて 
 ・ アルミ缶等の競技場内への持ち込みは禁止されており、飲料を購入した場合、

紙コップ等に移し替える。 
 ・ ポリプロピレン製の 500ml カップで、洗浄回数も 20 回以上耐用できる。 
 ・ 競技場内ではデポジット制を取り入れており、飲料販売時にカップ預かり金 100
円を徴収し、返却時に預かり金を返却する。 
 ・ LCI 分析範囲は資源採取から廃棄までを対象とする。リターナブルカップにつ

いては、回収後の洗浄・輸送も範囲に含める。 
(2) 各 LCI の算出 
 調査報告書などを元に、アルミ缶、PET ボトル、紙コップ、リターナブルカップ、

サーバーおよび樽のインベントリデータを引用し、各 LCI を算出する。 
(3) シナリオ設定 
 サービス方法として、以下の 6 つのシナリオを対象とする。 
 ① アルミ缶から紙コップへのサービス 
 ② アルミ缶からリターナブルカップへのサービス 
 ③ サーバーから紙コップへのサービス 
 ④ サーバーからリターナブルカップへのサービス 
 ⑤ PET ボトルから紙コップへのサービス 
  ⑥ PET ボトルからリターナブルカップへのサービス 
(4) 環境負荷項目 
 エネルギー消費量、水消費量、CO2排出量、固形廃棄物排出量、SOX排出量、NOX

排出量を対象とする。 
(5) 各種飲料サービス方法による環境負荷量の比較 
 ・ リターナブルカップは 20 回使用し、回収率は 95％とする。 
 ・ エネルギー消費量と水消費量においては、サーバーを利用した場合と比較する

と、アルミ缶、PET ボトルの環境負荷は著しく大きく、紙コップとリターナブルカッ

プにおいて大きな差がない。 
 ・ CO2排出量においては、リターナブルカップの方が紙コップより明らかに排出

量が小さくなる。特に、バイオマス由来の CO2排出量の差が大きい。 
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 ・ 固形廃棄物排出量においても、サーバーによるサービスが最もよく、リターナ

ブルカップの方が、紙コップより環境負荷が小さい。 
 ・ 相対的に考えると、サーバーからリターナブルカップへのサービスが総合的に

見て最も環境負荷が小さい。 
(6) リターナブルカップの使用回数と環境負荷の削減効果 
 ・ リターナブルカップは使用回数を増加させるほど、環境負荷が小さくなる。 
 ・ 紙コップと比較すると、エネルギー消費量では 7 回以上(回収率 86％)、水消費

量では 3 回以上(回収率 67％)、総 CO2 排出量では 3 回以上(回収率 67％)(ただし、紙

コップのカーボンニュートラルを考えた場合は 8 回以上)、固形廃棄物排出量では 5
回以上(回収率 80％)でリターナブルカップが有利になる。 
(7) 大分ビッグアイにおける 1 試合での各環境負荷量の削減率 
 ・ 現在の紙コップを使用した飲料サービスを全てリターナブルカップに変更した

場合、エネルギー消費量で 14.8％、水消費量で 10.5％、CO2 排出量で 29.2％、固形

廃棄物排出量で 16.6％、SOX排出量で 16.0％、NOX排出量で 10.9％の削減効果があ

る。 
 ・ 現在の全てのサービスをサーバーからリターナブルカップに変更した場合、エ

ネルギー消費量で 65.5％、水消費量で 82.4％、CO2 排出量で 69.1％、固形廃棄物排

出量で 91.1％、SOX排出量で 49.5％、NOX排出量で 51.6％の削減効果がある。 
 ・ 以上のように、全てのサービスをサーバーからリターナブルカップのサービス

にすれば一番よいが、現実的に難しいため、アルミ缶や PET ボトルを使用し、環境

負荷を低減できる方法を検討する必要がある。 
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タイトル 
（１３） 飲料容器の生産・廃棄過程における環境負荷のリターナブル容器とワンウェ

イ容器の比較 
著者等 松田美夜子、松田皎：富士常葉大学研究紀要、第 6 号、2006.1. 
著者所属 松田美夜子：富士常葉大学環境防災学部、松田皎：日本大学生物資源科学部 

概要 

 近年ワンウェイ容器の割合は上昇し、リターナブル容器の割合は減少傾向にある。

そのような背景の中、市場で一般に使われる飲料容器をまとめて比較研究したものは

見当たらない。そこで本論文では、財団法人政策科学研究所の飲料容器を対象とした

LCA 調査結果報告を元に、単位重量当たりのワンウェイ容器とリターナブル容器の環

境負荷を比較し、リターナブル率増大による環境負荷の減少について試算した。 

成果 

(1) データ概要 
 ① 対象容器 
  リターナブルガラスびん 4 種類、ワンウェイガラスびん 2 種類、ペットボトル 5
種類、スチール缶 3 種類、アルミ缶 2 種類、紙パック 3 種類の合計 19 種類。個数で

はなく、重量で考える。 
 ② LCA 適応範囲 
  すべての容器とも、資源採掘から廃棄までとするが、原則として、飲料充填・流

通・消費工程は除く。これは、小売りや家庭における冷蔵保管など多様な販売・消費

形態があり、LCA 分析が困難であることなどが理由である。また、ダンボールなどの

外装材は対象範囲とする。 
 ③ 環境負荷項目 
  資源消費として、各原料の消費、水資源消費及び化石燃料の消費を対象とし、排

出物として、固形廃棄物、CO2、NOX、SOX、とする。 
(2) 分析方法 
 財団法人政策科学研究所の LCA 調査で求められた環境負荷を用いて、各容器の単

位重量あたりの環境負荷量を求める。これを環境負荷原単位と呼ぶ。容器生産量につ

いては統計資料の値を採用する。 
(3) LCA の結果と考察 
 ・ 環境負荷原単位は各容器の種類別で、容量や機能による差はほとんどない。 
 ・ 各容器、市場で最も利用率が高いと予想される容器を代表値とする。 
・ 化石資源消費原単位で最も大きいのはペットボトルであり、最も少ないのはアル

ミ缶である。これはアルミ缶が製造に使用される大部分が電気エネルギーであること

が理由である。そのため、エネルギー消費原単位に関してはアルミ缶が最も高い。 
 ・ 相対的にワンウェイ容器より、リターナブル容器の方がエネルギー消費原単位

は大幅に低い。 
 ・ CO2排出原単位はアルミ缶が最も高く、最小はビールびんである。相対的にワ

ンウェイ容器より、リターナブル容器の方が CO2排出原単位は大幅に低い。 
 ・ NOX 排出原単位と SOX 排出原単位においては、最大はアルミ缶で、最小は牛

乳瓶である。 
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 ・ 年間生産量は他と比較すると、ビールびんと牛乳びんの生産量が極端に少なく、

これはリターナブルしていることが理由と考えられる。 
 ・ 各消費量のほとんどがワンウェイ容器によるものであり、リターナブル容器の

消費量はどの項目においても、1％未満である。 
 ・ ワンウェイ容器の環境負荷は、リターナブル容器の環境負荷と比較して極めて

大きい。 
(4) リターナブル容器への転換率の容器生産量に及ぼす効果 
 ワンウェイ容器をリターナブル容器に転換すると仮定し、転換率に応じて容器生産

量がどのように変化するかを検討する。その時、全容器生産量に対するリターナブル

容器生産量の割合をリターナブル率とする。その結果、ドイツの 72％を目標にすれば、

転換率は 95％となる。 
(5) リターナブル容器への転換率の環境負荷に及ぼす効果 
ワンウェイ容器をリターナブル容器に転換すると仮定し、転換率に応じて環境負荷が

どのように変化するかを検討する。リターナブル容器の使用回数を 10 回とした時、

現状の環境負荷を半減させるには、ワンウェイ容器の 56％をリターナブル容器に転換

する必要があるという結果となる。 

結論 
 現状では、ワンウェイ容器の環境負荷は、リターナブル容器の環境負荷と比較して

極めて大きく、ワンウェイ容器をリターナブル容器に転換する量を増やすほど、環境

負荷は削減される。 
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タイトル 
（１４） 経済産業省委託事業・平成 15 年度環境問題対策調査等委託費 
（容器包装リサイクル推進調査） ＜容器包装使用削減等実態調査＞ 

概要 

本調査では容器包装リサイクル法に係る近年の問題点や、技術、制度・政策に関する

消費者の認知度、意識等を把握するためインターネットアンケートを実施した。 
その一部として、リターナブルペットボトルに関連して、以下 3 点についても質問を

設けた。 
（1）リターナブルペットボトルと新品のペットボトルが同価格で販売されていた場

合の消費行動について 
（2）（1）で「新品をみつけ出して購入する」とした回答者に対して、リターナブル

ペットボトルより新品を好む理由について 
（3）（1）で「新品をみつけ出して購入する」とした回答者に対して、価格格差をつ

けた場合の予想される消費行動について 

成果 

【リターナブル・新品が同価格時の消費者行動】 
リターナブルペットボトルと新品ペットボトルの消費者行動については、同価格であ

れば 58％の回答者が意識せずに購入するとした。 
【新品ボトル選択理由】 
また、その際「新品ペットボトルを見つけだして買う」とした回答者に対して引き続

きその理由を尋ねると、「不衛生な気がする」、「他人が口をつけたもので飲みたくな

い」「キズが気になる」などの回答があった。 
【価格差による消費者行動変化】 
新品ボトルが 1 割高くなればリターナブル・ボトルを購入するとした回答者が 1/3、
2 割高くなれば購入するとした回答者が 1/3 存在した。 
【技術的な工夫による行動変化】 
リターナブル・ボトルへの抵抗感を払拭する要因として「口が接触する部分を新品に

する」（4０％）、「三層構造化」、「容量の多いペットボトルに限定」（3０％）が挙げら

れた。 
【結論】 
 リターナブルペットボトル自体に対する消費者の抵抗感は、価格差や技術的工夫に

より大幅に払拭できることが明らかになった。 
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タイトル 
（１５） （財）食品産業センター・リターナブル容器利用等実態調査 
（平成 16 年度容器包装リサイクル法普及定着推進事業） 

調査 
概要 

 
 リターナブル容器の使用がなぜ減少したのか、また逆にリターナブル容器の使用が

成功している事例はどのようなものがあるのかについて、個々の理由の把握を目的

に、製造事業者、小売業者、消費者それぞれに対してアンケート調査を行った。 
【調査項目】 
（1）製造事業者： 
容器包装の 3Ｒ対策や現在・過去・今後におけるリターナブルびんの利用状況および、

びん以外のリターナブル容器利用状況について。 
（2）小売業者 
容器包装の 3Ｒ対策やびん入り商品の取扱状況、現在・過去・今後のリターナブルび

ん入り商品の取扱状況、プライベートブランドにおけるリターナブル容器の取扱状況

について。 
（3）消費者（インターネットアンケート） 
ごみ問題に対する一般的意識、容器包装廃棄物を削減するための対応、容器包装リサ

イクル法の認知状況、びん入り商品の購入について。 

成果 

【課題】 
（1）製造事業者  
リターナブルびんの利用・取扱において「ユーザー（消費者）が選択しないこと」が

大きな課題であり、製造段階では「回収システム費用」、「洗浄コストの削減」および

「衛生の確保」があげられている。 
（2）小売業者 
「労働負荷の削減」、「保管スペースの確保」、「効率的な回収システムの構築」が課題

であることが明らかになった。 
（3）消費者 
 リターナブル商品を購入しない理由としては「リターナブルびんかどうかわからな

いので」という回答が最も多く、次に「びんは重く、割れる危険性がある」という回

答が特に回答者の年齢層が高くなるにつれ多くあった。 

結論 

 リターナブルびん普及への大きな課題は、ユーザが選択しないことであり、消費者

の選択機会を拡大するには、製造段階での「軽量化」、「割れにくい工夫」が、製造ま

たは小売段階で「リターナブル容器であることが識別しやすい表示」が必要であると

考えられる。また、製造事業者、小売業者にとっての課題としてあがった点について

も併せて取り組む必要がある。 
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タイトル 
（１６） （財）食品産業センター・容器包装廃棄物排出抑制及びリターナブル容器

利用等調査（平成 17 年度容器包装リサイクル法普及定着推進事業） 

調査 
概要 

 前年度調査（前項参照）で明らかになったリターナブル容器拡大方策（容器の軽量

化、割れにくい容器、衛生面での安心、効率的回収システムの構築、消費者も含めた

環境意識の向上、わかりやすい識別表示の検討）について、より具体的な方策を示す

ために下記の調査を行った。 
（1）優良事例の上記方策への取り組み状況調査 
前年度調査でリターナブル容器の利用事例として抽出された優良事例を中心に、容器

の軽量化、割れにくい容器、衛生面での安心、効率的回収システムの構築、消費者も

含めた環境意識の向上、わかりやすい識別表示の検討に対してどのように対処してい

るか確認した。 
（2）製造事業者・小売業者・消費者意向調査 
前年度調査においてリターナブル容器を利用していると回答のあった事業者を対象

にアンケート調査を実施し、利用実態を把握するとともに、別途リターナブル容器利

用の可能性のある事業者にも調査を行った。また、小売業者については、リターナブ

ル容器入り製品の取扱や容器包装のリデュースの取組状況について調査した。消費者

については、容器包装のリデュースに向けた取組やリターナブル容器に対する意向・

行動を調査した。 
（3）リターナブル容器回収システム導入実証等調査 
 店舗においてリターナブル容器であることを表示した場合、その商品が消費者に受

け入れられるのかを確認するとともに、有効な訴求方法や返却時に問題となる点等を

把握し、家庭で消費される商品を対象としたリターナブル容器回収システムのあり方

を検討した。 

成果 

【個別課題の対応状況】 
○「軽く割れにくい容器の開発」 
びんメーカーから超軽量びんが販売されており、樹脂コーティングや飲み口や取っ手

部分の形状改良などによる割れにくい工夫もなされている。 
○「衛生面での安心」 
 製造事業者では「2 回洗浄」、「汚れのひどいびんの事前除去」、「温水洗浄」、「目視

チェック徹底」、 
「洗浄後すぐの利用」などの取組が行われていた。消費者に対する要望として、「返

却前の洗浄」、「たばこ等異物を入れない」、「落書きをしない」等の要望があることが

明らかになった。 
○ 「効率的な回収システム」 
 「納品ルートの逆流通の利用」、「消費者からの直接回収場所の設置」などの工夫が

行われている。 
○ 「消費者も含めた環境意識の向上」 
リターナブル容器を利用している製造事業者の 58％（84 社中 49 社）が、「Ｒマーク
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の表示」、「ラベルにリターナブル容器である旨の明記」、「販売店への説明、啓発」な

どの取組を行っている。「消費者に対して、リターナブル容器に関する情報発信は特

に行っていない」と回答した事業者は 42％であった。 
【リターナブル容器利用拡大に向けた方向性】 
○ 「軽く割れにくい容器」 
製造事業者は、これまでの商品開発の成果を一層ＰＲすることが求められる。また、

消費者がびんの重さや割れる懸念をあまり感じない「宅配ルートでの販売・回収」が

拡大していくことが望まれる。 
○ 「衛生面での安心」 
現在、衛生面で苦心しながらリターナブルびんをわずかでも取り扱っている事業者の

ルートの維持・拡大に向けた支援策を検討し、その成功例をＰＲすることにより、リ

ターナブル容器の需要拡大に努めることが望まれる。 
○ 「回収率の向上」 
回収率を向上するには、マイバッグ持参のインセンティブとなっているポイント制度

とのリンクや、統一びんの使用、その場で飲めて、より返却しやすい小型びんのリタ

ーナブル化などの工夫が必要であると考えられる。 
○ 「環境意識の向上」 
消費者にリターナブルびんの存在や良さをＰＲするとともに、異物混入や落書きなど

の行動が衛生管理の負担になっていることについても、行政や消費者団体などから発

信していくことが必要である。 
○ 「Ｒマーク」 
現在認知度の低いＲマークについては、マークをラベルに印刷するなど工夫は考えら

れるが、まずは回収システムの整備などそれを活用できる環境を整える必要がある。

また、色や形状などに特徴のある統一びんを使用することで、ワンウェイびんと見分

けやすくすることも考えられる。 
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タイトル （１７） 環境省・平成 18 年度地域における容器包装廃棄物 3Ｒ推進モデル事業：モ

デル市町村のリターナブルびん分別収集効果・効率性検証事業（ガラスびんリサ

イクル促進協議会） 
調査概要 本モデル事業では、商品の流通形態が酒販店からスーパー、コンビニエンスストア

に変化している中で、酒販店を中心に行っていたリターナブルびんの回収が機能しな

くなってきていることを踏まえ、市町村によるリターナブルびん回収について事例調

査を行うとともに、課題とリユース促進の効果について検討を行った。具体的には下

記の項目について調査を実施した。 
（1）自治体およびびん商に対するヒアリング調査 
リターナブルびん収集実施自治体（大和市、東京都目黒区、那覇市、京都 
市）に対して、分別収状況の詳細、びん商・再生資源業者の関与、パフォーマンスデ

ータ、行政・住民による評価等のヒアリングを行った。また、上記自治体からリター

ナブルびんを購入しているびん商（3～4 社）に対して、購入びんの評価、販売先から

の評価をヒアリングした。 
（2）対象自治体への広報費補助及び効果の把握 
 調査対象市町村の一部において、リターナブルびん回収についての市民への広報を

実施した場合にリターナブルびん品質の向上に効果があるか否かの検証を行った。 
成果 ○ 市町村のリターナブルびん分別収集はその費用が個別事業として把握されていな

い。 
○ リターナブルびんを分別収集する目的と具体的な対象品目の周知をセットとして

市民に啓発されておらず、環境意識向上にはつながっていない。 
結論 ○ 自治体の分別収集したリターナブルびんの不良率を低減させる方策は以下の通り

であるが、回収率を向上させる方策については不明である。 
 （不良率低減方策） 

・ 市民からの排出段階で「リターナブルびん」もしくは「びん」に分ける 
・ 収集や運搬時はコンテナに入れる 
・ 収集したリターナブルびんをそのままコンベアに乗せずに手選別を行う 
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タイトル 
（１８） 環境省・平成 18 年度地域における容器包装廃棄物 3Ｒ推進モデル事業：リ

ターナブルびん利用促進モデル事業（リターナブルびん利用促進モデル事業推

進連絡会） 

事業 
概要 

 本事業ではリターナブルびんの流通が減少していることを踏まえ、リターナブルび

んの普及促進に向け神奈川県茅ヶ崎市においてＲマーク商品の拡充やそのＰＲ等を

行った。 
具体的には、Ｒマークの拡充版として新たにＣＲマーク（Ｃは Chigasaki）を定め、

店頭、広報誌など各種媒体による同時ＰＲを展開。さらにＣＲマークをシール化し、

ポイントカード制度を設けた。 
※ＣＲマーク対象びんはＲマークびん（日本ガラスびん協会認定びん）の他に一升び

ん、ビールびん、キッコーゴ丸大豆醤油を加えたもの。 

成果 

キャンペーン参加店舗へのアンケート（回答数 22 店舗）では「来店客の関心を喚

起できた」とした回答が 7０％、「ＰＲ効果があった」とした回答が 40.9％であった

が、何をもって関心を喚起できた、効果があったと判断されるのかについては明確に

されていない。また、リターナブルびん売り上げ変化の有無については、「売り上げ

が増えた」18．2％（4 店舗）に対して「変化がなかった」が 81．8％（18 店舗）で

あり、キャンペーンはリターナブルびんの売り上げ向上には必ずしつながっていない

ことも考えられる。 
 これらの結果に対する事業の課題としては、「モデル事業実施店におけるリターナ

ブルびんの取扱が少ない」、「空きびん返却率が低水準に留まった」、「リターナブルび

ん販促に向けた酒販店の取組意識の向上がみられなかった」、「事業実施についての告

知と実施時期とのずれ」、「モデル事業実施時期が年末・年始であったため施策の徹底

が不十分になった」等が挙げられている。 

結論 

○ 消費者とリターナブルびん商品との接触率を高めるためには、キャンペーン実施

店舗でのＲマークびん利用商品の取扱量をある程度確保する必要がある。個人商

店のみでなく、スーパーマーケット等の量販店での実施も効果的であると考えら

れる 
○ ポスターやチラシによる広報には一定の効果があるが、広報のタイミングとキャ

ンペーン実施の時期を組み合わせる必要がある。 
○ キャンペーンを実施する販売店の取組意識向上が非常に重要 
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タイトル 
（１９） 経済産業省・平成 18 年度環境問題対策調査等委託費（容器包装リサイクル

推進調査）容器包装廃棄物再商品化製品の品質向上のための調査 

事業 
概要 

本調査では各種容器の再商品化事業者等を対象に動向等の調査を行い、その一部と

して「容器リサイクル法 18条認定要件※1の見直しによる自主回収の意向に係る調査」

を行った。調査では、リターナブル容器の自主回収の促進策を検討するため、18 条

認定要件見直しによる事業者への影響等を調査した。 
具体的にはリターナブルびんの平均回収率の実績等を踏まえ、認定に係る回収率が仮

に下記に変更された場合についての事業者の意向をアンケートによって調査した。 
（a）「おおむね 8０％」、（b）「おおむね 7０％」、 
（c）『当初は「おおむね 7０％」とし、その後「8０％」、「9０％」へと段階的に引き

上げる形』 

成果 

○認定要件が緩和された場合(a, b, c)の意向としては、いずれの場合においても、回

収率が 8０％・7０％まで下がることはないという意見が多かった。下がらない理

由としては、配達ルート、回収箱などの回収の仕組みが安定しているためという意

見が多かった。 
○また、現在認定を受けていない自主回収容器について、認定要件が緩和された場合、

件数ベースでは「新規の認定を受けることはないと思う」という意見が多数であっ

た。ただ容器利用量ベースでは「回収量を維持もしくは向上させることによって認

定を受けると思う」という意見が半数を占めた。その理由としては。「特に大きな

追加負担なく達成することが容易である」、「認定取得により再商品化委託費用が軽

減される」との意見が多く見られた。 
○リユース促進策として自主回収認定要件を見直すことについては、概ね肯定的な意

見が多かった。その理由としては事業者にとっての回収率向上、リターナブル継続

に対するインセンティブとなるためという意見が多く見られた。 
○認定要件見直し以外にリユース促進のために有効と思われる施策としては、「統一

容器の使用を前提とした基準の策定」、「Ｒマークびんや、リユース推進団体への支

援など各種助成制度の導入」、「消費者への啓発」、「デポジット制度の導入等」の意

見が多く見られた。 

結論 

○ 消費者とリターナブルびん商品との接触率を高めるためには、キャンペーン実施

店舗でのＲマークびん利用商品の取扱量をある程度確保する必要がある。個人商

店のみでなく、スーパーマーケット等の量販店での実施も効果的であると考えら

れる 
○ ポスターやチラシによる広報には一定の効果があるが、広報のタイミングとキャ

ンペーン実施の時期を組み合わせる必要がある。 
○ キャンペーンを実施する販売店の取組意識向上が非常に重要 
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タイトル （２０） 容器包装廃棄物排出抑制及びリターナブル容器利用等調査報告書 
著者等 財団法人 食品産業センター：平成 19 年 3 月 
著者所属 同上 

概要 

 現在は容リ法が制定されて、廃棄物の減量化が求められている。財団法人食品産業

センターは平成 17 年度からリターナブル容器に関する調査を行っており、この調査

書は平成 19 年度のものである。この報告書の概要は以下の通りである。 
 (1) 容器包装廃棄物の排出抑制等に関する製造事業者アンケート 
 (2) 容器包装廃棄物の排出抑制等に関する販売事業者アンケート 
 (3) コンビニエンスストアにおけるリターナブル容器回収実験 
 (4) リターナブル容器に関する消費者アンケート 
 (5) コンビニエンスストアにおける容器包装廃棄物削減・リターナブル容器利用等

に関するアンケート調査 

成果 

(1) 容器包装廃棄物の排出抑制等に関する製造事業者アンケート結果 
・ 対策としては『軽量化・薄肉化』と回答する事業者が多いが、『特に対策を行

っていない』とする回答も 32.8％あった。 
・ クロス集計の結果、軽量化・薄肉化は売上高 100 億円以上の大規模事業者が特

に行っている。 
・ リデュース・リユース実施の動機はコスト削減が最も多い。 
(2) 容器包装廃棄物の排出抑制等に関する販売事業者アンケート 
・ 対象業者はコンビニエンスストアやスーパー・セルフ店など 
・ レジ袋削減 76.5％、レジ袋薄肉化 47.1％といったように、何かしら発生抑制対

策を行っている店がほとんどである。 
・ 多くの販売事業者が容リ法改正への対応を検討している(63.2％)。 
・ 容器包装量削減のために自治体単位で使用量削減協定を結ぶとした場合、協力

に前向きな意見は多い。 
(3) コンビニエンスストアにおけるリターナブル容器回収実験 
 ・ 実験店舗はデイリーヤマザキ 5 店舗。 
 ・ 実施期間は 1 月 30 日～2 月 19 日。 
 ・ 対象商品はコカ・コーラ 190mL のレギュラーびんで販売価格は 100 円。 
 ・ 商品棚のポスター、商品へのシールなどで告知。 
 ・ 店舗により告知方法を変える。 
 ・ 返却者にはポストイットの景品を渡す。 
 ・ 229 本が販売され、55 本が返却された。 
 ・ 告知の差による返却率の違いは見られない。 
 ・ 返却者はその場で返却するのではなく、持ち込んで返す人が多い。 
 ・ 購入した理由は、『びん入り製品に魅力を感じたから』が最も多く(10/18)、『洗

ってくり返し使えるびんは、環境にやさしいと思ったから』の数(5/18)を上回ってい

る。 
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(4) リターナブル容器に関する消費者アンケート 
 ・ リターナブル容器を返却する条件として、消費者が求めていることは、『系列

のお店であれば、どこでも返せること』、『ポイントサービスなどの特典』、『返却の際、

預けたお金の返金』である。 
 ・ コンビニエンスストアの利用率が高い若年層ほど『便利さ』や『お得感』に対

する要望が強い。 
 ・ デザイン・形状に関しては『あまり気にしない』が 67.8％と最も多い。 
(5) コンビニエンスストアにおける容器包装廃棄物削減・リターナブル容器利用等に

関するアンケート調査 
 ・ リターナブル容器製品が売れるのであれば、デポジット制などを導入するとい

う企業も多い。 

結論 

 容器包装廃棄物の排出抑制に関していえば、大規模製造事業者などで環境に関する

取り組みを行っているところも多く、販売店に関してもレジ袋に対して対策を行って

いるところも多い。課題としては地域的な自主協定の推進がもとめられる。 
 また、リターナブル容器を普及させるには、持ち運びよりどこでも返せるようにす

ることが重要である。促進のための課題として、消費者に対する環境情報の提供や、

効率的な回収システムの構築に向けた調査・研究等の推進が求められる。 
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タイトル （２１） リターナブル容器研究会報告書 
著者等 特定非営利活動法人ごみゼロネット大阪：平成 13 年 10 月 
著者所属 同上 

概要 
 近年リターナブルびんが凋落傾向にあるが、ごみ減量対策として有効と考えられ、

推進すべきである。そこで、ごみゼロネットはリターナブル容器について研究を進め

た。 

成果 

(1) リターナブルびんのシェアの現状 
 大阪市では年間 38,468 トンのビールびんが排出され、そのビールびんの 95％がリ

ターナブルびんとして回収されている。また、一升びんは年間 9,182 トンのうち、80％
がリターナブルびんとして回収されている。 
(2) リターナブル容器普及に関する検討 
 ここではリターナブル容器が普及するためにはどのようなことが必要かを検討し

ている。その結果、以下のようなことを提案している。 
 ① リターナブル容器に入った製品のマーケットシェア拡大 
  まず、リターナブル容器が普及しない限りは回収率も上がらない。そのため、グ

リーンコンシューマー市場や、集客施設等閉鎖市場などを皮切りにリターナブル容器

製品を普及させる政策が必要である。 
 ② リターナブル容器の回収の促進 
  現在のシステムではリターナブル容器の返却に手間がかかるなど問題が生じて

おり利用しやすい回収システムの構築が望まれる。リターナブル容器回収促進のため

には、収集場所を統一したり、酒販店や自治体が積極的に回収するなどの施策が望ま

れる。 
 ③ 啓発の推進 
  消費者のライフスタイルを変更させることは必須であると考えられるので、リタ

ーナブル容器製品の PR や、環境教育を行う必要がある。 
 ④ 制度や国レベルの政策等による対応 
  リターナブル容器を定着させるには、再使用を社会で支えるシステムが有効であ

ると考えられる。そのため、リターナブル容器を取り扱う企業に対して税制上で優遇

措置をしたり、ワンウェイ容器などに課税するなど、リターナブル容器を支援する政

策が望まれる。 
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タイトル （２２） ヨーロッパで普及するリターナブル PET の現状と日本の課題 
著者等 舊橋章：工業材料、VOL51 No.12、2003.12 
著者所属 プラスチックコンサルタント事務所 ℡：03-3962-1205 

概要 

 現在日本ではリターナブルプラスチックボトルは未だ普及していないが、欧米各国

ではプラスチックボトルのリターナブル化を実現している。この論文では欧米各社が

取り組むリターナブル PET ボトル導入の事例を紹介し、日本におけるリターナブル

プラスチックボトル普及の課題を述べている。 

成果 

(1) ドイツのリターナブル PET ボトル 
 ドイツでは、ドイツミネラルウォータ源泉協会 (以下ＧＤＢ)が、従来ガラスビンが

使われていたミネラルウォータの容器にリターナブル PET を採用している。ＧＤＢ

の中の最大手である Gerolsteiner Brunnen 社(以下ＧＢ社)は製品の約 60％にリター

ナブル PET ボトルを使用している。同社は 12 回洗浄を基本としている。採算的にも

5 回目から黒字になる。 
また、PET ボトルから PET ボトルを作る『Bottle to Bottle』も欧米では高く評価さ

れ、普及が進んでいる。 
(2) リターナブルボトルシステムの普及に寄与した各国の法的規則 
ドイツでは 
① 事業者に対する回収、処理の義務づけ 
② 飲料用容器のリターナブル容器のシェアが 72％を下回った場合のデポジット

の強制 
などの法的規制が定められており、デポジットの強制はヨーロッパ各国で行われてい

る。 
(3) ＧＢ社のリターナブル PET システムの概要 
 デポジット制で PET ボトルを回収し、回収したボトルを臭い検査や洗浄、工学的

な検査などを経て、再充填される。このシステムの導入には約 2,000 万マルク必要と

したが、その投資効果を上回るビジネスチャンスになった。ＧＤＢ加盟会社の出荷製

品の 50％以上が PET ボトルに変わり、その 5％がワンウェイで使われている。 
(4) 日本におけるリターナブルプラスチックボトル普及の課題 
 日本でもリターナブル PET ボトルを導入している企業(1993 年ごろの京都の(株)ア
タゴ)はあったが、採算が合わないという理由で撤退している。また 1996 年には当時

の環境庁が PC 製リターナブルミルクボトルの導入を進めたが、農水省の規制などが

あり、導入されなかった。しかし、消費者はデポジット制にほとんど抵抗がないと思

われ、法的なバックアップがあれば、日本でも可能であると考えられている。 
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タイトル （２３） 強制デポジットの適用で拡大するドイツのリターナブル PET ボトル 
著者等 舊橋章：工業材料、VOL54 No.3、2006.3 
著者所属 プラスチックコンサルタント事務所 ℡：03-3962-1205 

概要 

 2003 年 1 月に、ドイツでは 72％ルールと呼ばれる政令によって、飲料用容器でリタ

ーナブル容器の使用割合が 72％に達しない商品について、デポジット制を強制的に課

すようになった。筆者はドイツを訪問し、ＧＤＢの中位に位置する FRANKEN 
BRUNNEN 社のリターナブル PET ボトルの洗浄・充填工場を取材したのでその概要

について報告した。 

成果 

(1) ドイツのリターナブルシステムの現状 
・ 売られている PET ボトル入り飲料水の容器のほとんどに、多数回使用ボトルのラ

ベルが貼られており、その横には、回収機が設置されている。 
・ 回収機に入れると、ワンウェイかリターナブルかに応じた料金が返還される。 
・ 0.75L から 1.5L までの 3 種類の大きさのボトルにまで採用が広がっている。 
・ 地方自治体や DSD が回収するゴミからは、ほとんど PET ボトルが見られない。 

(2)  FRANKEN BRUNNEN 社におけるリターナブル PET ボトル採用の現状 
 以下のような行程がとられている。 
 ・ CCD カメラと 1cm の高さの違いを利用して、ミネラルウォータ用とジュース用

の PET ボトルを選別する。 
 ・ ラベルを剥がし、臭い検知器によって、リターナブル可能かどうかを判断する。 
 ・ 臭い検査を通過したものを、全 5 層構造の洗浄設備で 2 段階の洗浄を行う。 
 ・ CCD カメラによって、異物、形状の異常などの不良品を検出する。 
 ・ 赤外線センサーを用いて、洗浄液の残留を検出する。 
 ・ 検査ラインを通過した PET ボトルに再充填を行う。 
 FRANKEN BRUNNEN社ではガラスビンからリターナブルPETボトルに切り替え

たことによって、順調に販売を伸ばしている。 
(3)  スイスのリターナブルシステム 
 ・ PET ボトルの回収率が 75％に達しない場合は、ワンウェイの PET ボトルに、

強制的にデポジットを課すという法令が定められている。 
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タイトル （２４） どこよりも早い！ドイツにおける廃棄物政策（前編） 
著者等 中曽利雄：月刊廃棄物、VOL33 No.1、2007.1 

著者所属 
ドイツ環境政策・立法ジャーナリスト・リサーチャー・専門翻訳・コーディネーター 
E-Mail:germannakas@aol.com 

概要 

 使い捨てでなく、リユースを基礎として廃棄物の発生を抑制することが包装政令の

最大目標の 1 つであり、リターナブルシステムは、廃棄物・環境政策上の要請に適う

ものである。大手や外国からのワンウェイ飲料が急増してきたにもかかわらず、ドイ

ツ社会ではリターナブル志向が根強く残っている。 
筆者はドイツのデポジット制の説明とともに、対象飲料を拡大した後の状況を紹介し、

その上でリターナブルシステムが今もドイツ社会に根強い事情や背景について報告す

る。 

成果 

(1) ワンウェイ容器へのデポジット発動とデポジット規定改正後の状況 
 ・ 1997 年以降、リターナブル率が低下し続けたため、2003 年に低下原因のワン

ウェイ容器にデポジットが課され、2006 年には対象飲料が拡大された。 
 ・ ガス含有の有無に関係なく、ワンウェイ容器にデポジットを課し、その額を 25
セントと統一することによって、ワンウェイの飲料容器を返却する消費者の姿が並ぶ

ようになった。 
 ・ リターナブルのデポジット料が 8 セントと安いため、リターナブル容器の放置

量が多くなった。 
・ ワンウェイとリターナブルの両方をデポジットにすることによって、ワンウェイ

のデポジット容器が環境に優しいリターナブルという誤認が発生した。 
 ・ 改正政令発効後、ワンウェイびんをリターナブルびんと酷似させて作り、デポ

ジット料金が 8 セントしか戻ってこないようにするなどの脱法・違法行為が、一部の

ワンウェイ飲料メーカーとディスカウンターで行われ、環境・消費者団体により批判

されている。 
(2) デポジットの効果と影響 
 ・ ワンウェイ容器に対して、どの販売店でも容器を返却できるシステムが整備さ

れたため、高いデポジット額だからワンウェイ飲料を買わないという心理的作用が働

かなくなった。 
 ・ その結果、ワンウェイのデポジットの目的である、リターナブルの飲料容器保

護の効果が現れないという結果になった。 
(3) 社会階層による分極化現象の傾向 
 ・ 富裕層と低所得者層の二極化が進み、富裕層はリターナブルに特化した店を、

低所得者層は超低価格のディスカウンターでワンウェイ飲料を購入するという両極化

構図が顕在化しつつある。 
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(4) ドイツにおけるリターナブルシステムの普及 
 ・ かつてはリターナブルといえばガラスビンであり、ガラスビンは飲料の味を変

えないという味覚文化や美的感覚があることが、ドイツにリターナブル志向が強い一

因と考えられる。 
 ・ 鉱泉充填メーカーが各地で発達し、地鉱泉水の中小充填メーカーが組合を創設

し、共通のリターナブルびんを長年使ってきたこともリターナブル率の高い要因と考

えられる。 
 ・ リターナブルには、環境保護だけでなく、地場産業の保護という視点がある。 
(5) リターナブル保護、促進への努力 
 ・ ドイツは缶ビール導入が始められた頃から、連邦政府の目標設定や、業界の自

主規制、政令などを通して努力してきた。 
 ・ いったん崩壊したリターナブルの復活は難しいため、ドイツは崩壊しないよう

な保護メカニズムを導入した。 
(6) リターナブル確立に寄与した関係組織と促進団体 
 ・ 鉱泉協同組合が作ったシステムのお陰で、子供の頃からミネラルウォータや清

涼飲料水はリターナブルびんで飲むものと習慣づけたことが現在の高いリターナブル

率の一因といえる。 
 ・ ビール会社・組合では互換性のあるリターナブル瓶を使用しているのも大きな

要因の一つである。 
(7) 今後の傾向 
 ドイツでも使い捨て傾向が顕著になっていることが、地ビールやドイツ鉱泉協同組

合などの力で、高いリターナブル率は確保され、今後とも廃棄物の抑制に寄与すると

思われる。 
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タ イ ト

ル 
（２５） どこよりも早い！ドイツにおける廃棄物政策（後編） 
ドイツにおけるリターナブル飲料容器とワンウェイ飲料容器の確執 

著者等 中曽利雄：月刊廃棄物、VOL33 No.2、2007.2 

著 者 所

属 

ドイツ環境政策・立法ジャーナリスト・リサーチャー・専門翻訳・コーディネー

ター 
E-Mail:germannakas@aol.com 

概要 
 前回ではドイツのリターナブルとワンウェイ飲料容器の現状などの話を中心

に行った。今回はドイツの組織や団体について紹介している。 

成果 

(1) ドイツ鉱泉協同組合(GDB) 
 ドイツのリターナブルびんの代表例である『水玉模様』のびんをデザインした

団体。昔は、飲料水はこのビンに入っていることが多かったため、このびんのお

かげでリターナブル意識が向上したといえる。現在は、容器の共同購入と販売、

消費者ニーズに対応したタイプや大きさのびんの開発など、リターナブルシステ

ムの維持を行っている。 
(2) ドイツ専門飲料卸商連盟 
 元はビール醸造依存の団体であったが、現在は独立の飲料卸商の団体へ発展し

た。政策、連邦立法当局に対しロビー活動を行い、リターナブルシステムの機能

に重要な役割を果たしている。 
(3) 中小ビール醸造所連盟 
 ビール業界の利害を調整する団体。地域におけるビール醸造文化やリターナブ

ルシステムの維持・促進活動を行っている。 
(4) ドイツ果汁産業連盟 
 主にジュース業界の利害を調節する団体。リターナブル容器を統一し、廃棄物

抑制に大きく貢献した。 
(5) リターナブル包装促進協会 
 環境保護と経済的利害の調和を目的として飲料メーカーや飲料卸商、小売店に

対してリターナブルシステムの促進活動を行っている。 
 
その他にも、(財)リターナブル・イニシアティブ、ドイツ環境支援協会、リター

ナブル実務組合、ドイツ飲料小売連盟などがドイツのリターナブルシステムに関

与している。 
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タ イ ト

ル 
（２６） ヨーロッパにおけるリターナブルボトルの現状―リサイクルよりリユ

ースへ― 
著者等 舊橋章：プラスチックス、Vol.53,No.10、2002.10. 
著 者 所

属 
プラスチックコンサルタント事務所 ℡：03-3962-1205 

概要 

 1998年にドイツミネラルウォータ源泉協会(以下 GDB)がガラスびんに替えて

PET ボトルの採用を決定したことによって、ミネラルウォータの容器が従来使

われてきたガラスびんからリターナブル PET ボトルに急速に切り替わってき

た。このリユースシステムが採算的に成り立つ最大の理由は、デポジットによっ

て、販売ルートを逆流してくる回収システムにある。本特集では GDB のメンバ

ー会社のリユースの現状を中心に、ヨーロッパの現状を説明している。 

成果 

(1) リターナブルボトルの現状 
 ・ ドイツでは、販売用包装材に関して、その回収・処理責任が地方自治体か

ら事業者へ移行され、事業者に代わって回収・処理を行う DSD 社が設立された。 
 ・ リターナブル容器のシェアが 72％を下回った場合、強制的にデポジット

を課す。 
 ・ 販売店はデポジットで回収した空 PET ボトルを仕入れルートを通じて、

フランスへ送り返し、ドイツ内でゴミにならないようにする。 
 ・ ヨーロッパ各国でもドイツと同じような規制が行われている。 
(2)  Gerolsteiner Brunnen 社(以下ＧＢ社)の PET ボトルのリターナブルシス

テム 
 ・ 1.0L の PET ボトル入り製品に、0.3 マルクのデポジットを課せ、次に消

費者が製品を買う時には 0.3 マルク少ない値段で買うことができ、商品を買わな

い場合、PET ボトルを返せば、0.3 マルク返却される。 
 ・ 問屋が商品を配達しにきた時に、使用済みの PET ボトルを回収し、GB
社の工場へ逆送される。これにより回収コストが安くなる。 
 ・ PET ボトル洗浄前に、ラベルの切離、キャップの除去、他社ボトルの除

去が行われた後、臭い検査が行われる。 
 ・ 洗浄工程で 60℃の洗浄液で 20 分間繰り返し洗浄された後、最終検査工程

へ送られる。 
 ・ 最終検査工程で、洗浄不足による残留汚染などの検査を行う。 
 ・ 最終検査を通過した PET ボトルに再充填・キャッピング・ラベリングを

行う。 
 ・ 12 回を超えた PET ボトルはリサイクリングに回される。この PET ボト

ルは検査を通過し、品質に保証があることから、ワンウェイボトルより高値で引
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き取られる。 
 ・ 商品として小売店へ出荷する。 
(3) クローズドループ PET ボトルリサイクリングの現状 
 ・ クローズドループ PET ボトルリサイクリングとは、PET ボトルを粉砕し

て洗浄し、再度食品用容器として使用するリサイクル方式である。 
 ・ PET ボトルから PET ボトルへの再利用は昔から行われていたが、PET
ボトルから食品用容器として使用することはできなかった。 
(4) PET ボトルリサイクリングプロセス 
 ・ 使用済み PET ボトルをプレスして、3,000～5,000 個からなるクラスター

を作り、リサイクル工場へ送る。 
 ・ クラスターを解体し、個々のボトルを洗浄する。 
 ・ ミルで乾式粉砕しフレーク状にする。 
 ・ 高温処理によって、接着剤や、PET 樹脂に浸透していた不純物をのぞく。 
 ・ 熱とエアブラシによって、表面に浮いた異物や臭いなどを取り除く。 
 ・ 着色物分別行程で、完全に不純物を除去する。 
 ・ 再重合工程で再生 PET を作り出す 
 ・ このような工程がとられるのは、PET ボトルを違う繊維商品に再生して

も、使用後は廃棄されるため、環境対策という面では PET ボトルは PET ボト

ルに再生し、何度も循環させることが最も効果があるという考えがあるためであ

る。 
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タ

イ

ト
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（２７） 容器包装及び容器包装廃棄物指令 97/62/EC の実施と容器包装の抑制及び

リユースを促進する方法に関する研究 
（原題：Study on the Implementation of Directive 94/62/EC on Packaging and 
Packaging Waste and Options to Strengthen Prevention and Re-use） 

著

者

等 

著者不明 
http://ec.europa.eu/environment/waste/studies/packaging/050224_final_report.pdf 

著

者

所

属 

PIRA International Ltd. ℡：+44 1372 802000 
ECOLAS N.V. ℡：+32 3 233 07 03 

概

要 
 EU 内には多くの容器包装リユース制度があるが、このレポートでは EU の容器包

装及び容器包装廃棄物指令に基づいて、その成功事例を概観する。 

成

果 

1.Executive Summary 
EU 内には多くの容器包装リユース制度があり、このレポートではその成功事例を概

観する。全体的に、リユース可能な一次容器包装 の市場シェアは減少しているが、リ

ユース可能な運搬用容器包装の市場シェアは増加している。 
この分野の多くの研究は飲み物容器のリユースを対象としているが、その環境的、社

会的、経済的な効果は個々の状況によって異なる。一般的には、リユース制度は輸送

距離が短く回収率が高い場合（ドイツのミネラルウォータープール制度など）に最も

環境効果を発揮すると考えられる。環境的にリユース制度を実行可能な距離は 100～
1000km 程度であろう。 
リユースの社会的便益としては、埋立の回避、消費者による環境的に責任ある行動の

推進等が論じられている。ポイ捨てや雇用の問題も重要と言われている。 
社会的費用全体の観点からは（あくまで限られた数のケーススタディに基づいて）、販

売距離が短い場合にリユース可能容器が最善策となり、中距離では使い捨て容器とリ

ユース可能容器が同等になり、長距離では使い捨て容器が最善策となる。しかし内部

費用だけを考慮するとケーススタディにおいては使い捨て容器が最も安価となった。

つまり、ある一定の状況下では、企業は社会全体よりも強く、使い捨て容器を用いる

経済的動機付けを有するのである。従ってそのような場合には支援策が望まれるが、

どのような方法であれ、的確に公平に社会的費用の内部化を図り、企業が社会が望む

意思決定を行うように促すことを目指すものでなければならない。 
実際には、いかなる支援策が適しているかという決定は様々な観点から考える必要が

あるので政治的に決められなければならない。以下の主張は単純化されたものだが、

複雑な問題の多様な面を見る役には立つだろう。 
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・ 科学的には、特定の事例における支援策の例はある。 
・ 社会的には、リユース制度はいくつかの加盟国では高く評価されており、それ

らの国々においてはリユース制度の存続は多くの関係主体にとって重要であ

る。 
・ 持続可能な発展の面では、一部の関係主体は持続可能性のためにはより地域分

化した社会に向かう必要があり、リユース制度はそのような社会では多くな役

割を果たすと考えている。 
・ 経済理論の点では、外部費用を正確に測りそれを公平に内部化するのは困難だ

が興味深いことである。 
・ 投資の面では、他のもっと環境的に投資収益率のいい手法に投資をした方がい

いだろう。 
・ 物流の面では、現在の長距離製品供給システムからリユース可能容器に適した

もっと地域限定にしたシステムへの変化にすることで費用は増加するだろう。 
・ 市場原理的には、あるリユース制度が自然と経済の実態と消費者の選択によっ

て競争に負けるのであれば、それを維持することは困難だろう。 
このレポートでは、クオータ制、強制的リユース、使い捨て容器包装の禁止、デポジ

ット制度、リサイクル目標、容器包装税、減価償却費、国庫補助金、排出許可取引な

ど様々な支援策の可能性が論じられている。  
2.事例 
■ドイツ（ミネラルウォーター） 
企業の協同組合によって作られた制度により、230 以上のミネラルウォーター企業が

ガラス及び PET の詰め替え容器を共有しており、世界最大の詰め替え容器プールを形

成している。1990 年代後半から 10 億ユーロ以上が詰め替え可能 PET に投資され、

今ではプール内のボトルの 1/3 を占めている。 
一つ一つの企業は小さく（従業員 50 人程度）、輸送距離も短い。地域を越えて売られ

る水はわずかで、輸出は 10％以下（フランスとは対照的）と低く、ボトルの回収率は

高い。これはデポジット制度だけによるものではなく、ドイツの消費者がボトルの返

却の重要性を認識していることも大きい。 
■ドイツ（ビール） 
1000 以上もの小規模ビール工場に利用されている制度で、プール制度の中で標準化さ

れた瓶を用いている。ブランド差別化はラベルによってなされている。小売業者はボ

トル回収設備を有している。 
消費者はしばしばリユース可能なケースで購入し、販売距離・回収距離ともに平均

94km ほどと短い。消費者の協力と経済的インセンティブにより回収率は高くなって

いる。 
使い捨て容器のデポジットの方が詰め替え容器のデポジットよりも高く設定されてお
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り、詰め替え容器のビールの小売価格は使い捨て容器のものと同程度になっている。 
■オーストリア（ソフトドリンク） 
1990 年に詰め替え可能な PET ボトルが導入され、はじめの数年は市場シェアも拡大

したが、最近は使い捨て PET との競合により縮小している。詰め替え工場が頻繁にボ

トル受け取りを拒否するにもかかわらず、回収率は 98%と高い。  
■デンマーク（各種アルコール飲料・ソフトドリンク） 
10 種類ほどの PET 及びガラスボトルが標準化されている。 
■イギリス（ビール） 
ビール全体の 50％程度が詰め替え可能なビア樽で売られている。ビア樽はパブに売ら

れ、効率的な閉ループで業者に戻ってくる。この形態は詰め替えボトルよりも環境効

率的だが、家庭消費の場合には不可能だろう。 
■イギリス（牛乳） 
詰め替え可能なガラス瓶による牛乳の配達制度で、牛乳は効率的な電気自動車で配達

される。消費者は空き瓶を外に出しておくと次の配達で回収してもらうことができ、

回収率は高い。 
瓶にはシンプルな使い捨てのアルミホイルの蓋がついており、色で牛乳の種類が分か

るためラベルはない。牛乳はすぐ消費され需要は比較的安定しているので、余分に用

意されている瓶も少ない。また空き瓶は中身の入った瓶と同じルート同じ電気自動車

で回収されるので、空き瓶の返却のために余計に輸送が必要になることはほとんどな

い。 
かつてはこの方法が主流だったのだが、近年は、毎年 1/10 ずつほど減少している。 
■ノルウェー（ソフトドリンク・ビール） 
ソフトドリンクの詰め替え用コンテナの市場シェアが 98%、ビールの詰め替え用コン

テナの市場シェアが 44%である。 
ピグーモデルに基づいた経済手段が、リユース及びリサイクルを促進するために外部

費用の内部化を目指している。その税が使い捨てコンテナの高いリサイクル率を可能

にしている。飲料産業は回収率を高くし支払い税額を抑えるために、自主的に使い捨

てコンテナのデポジットシステムを構築した。最低の税額を保証する回収率は環境省

によって毎年決定され、素材によっても異なる。 
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２． 参考資料２ 実証実験の追跡調査 
 過去に実施されたリターナブル・リユース容器に関する以下の実証実験について、その

実施概要と、実証時に消費者を巻き込む工夫、最近の動向を示す。 
 
（１）リターナブルガラスびん：南九州(熊本、鹿児島、宮崎、大分) 
（２）リユース弁当箱プロジェクト(早稲田大学)：早稲田大学西早稲田キャンパス及びその

周辺店舗 
（３）イベント会場でのリユースカップの使用：大分スポーツ公園総合競技場 
（４）祭り会場でのリターナブル容器の使用：京都各所の祭り 
（５）コンビニエンスストアにおけるリターナブル容器回収実験：関東地区のデイリーヤ

マザキ 5 店舗 
（６）アミューズメント施設でのリユースカップ実験：鈴鹿サーキットランド内フラワー

ガーデンプール 
（７）リターナブルびん促進モデル事業：神奈川県茅ヶ崎市の酒販店 27 店舗 
（８）モデル市町村のリターナブルびん分散収集効果・効率性検証事業：沖縄県那覇市 
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事例名 （１）リターナブルガラスびん 

対象地域 南九州(熊本、鹿児島、宮崎、大分) 

実施期間 2004 年４月～2006 年３月 

参加団体 対象地域にある焼酎製造会社、洗びん業者、びん製造会社、酒販業者、地

元自治 
取組の概要 環境省の補助事業「循環型社会形成実証事業」として、以下の取組を実施。 

使用びんを 900ml に統一。 
■びんの流れ 
１．焼酎メーカーが問屋を経て酒販業者に商品を届ける。 
２．酒販業者が飲食店に商品を届け、空きびんを引き取る。家庭からの空

きびんは自治体が回収する。 
３．回収した空きびんを洗びん業者が洗い、再び焼酎メーカーに戻す。 
 
■リユースシステム 
１．消費者・飲食業者がリユースびんを返却すると、酒販業者から 5 円返

却される。 
２．酒販業者は戻りびんを洗びん業者に売却することができる。一方、ワ

ンウェイびんはお金を支払い、廃棄物処理業者に引き取ってもらわなけれ

ばならない。 
３．洗びん業者は洗浄費用を上乗せして買い取ってもらえる。 
４．焼酎メーカーはワンウェイびんか、ワンウェイびんより安価なリユー

スびんのどちらを購入するかを選べる。 
消費者を巻き込む

ための工夫 
環境省の補助事業として、まずは消費者を入れないと事業にならなかった

ため、協力店舗にポスターを貼るなどの取り組みをしたが、このびんのエ

ンドユーザーの大半は居酒屋やバーなどなので、それら事業者に、リター

ナブルびんにすると事業系一般廃棄物としての処理費用がかからないこと

をＰＲしていった。 
最近の動向 南九州で 1100 万本の焼酎需要があり、そのうち、現在２００万本がリユー

スびんに変わった。また、南九州の焼酎の消費は６割程度で、その他では、

関東や関西が大消費地であるが、川崎などでリユースする仕組みが始まっ

ているなど、全国的に取組が広がってきている。関東への広がりとして、

現在は、九州から関東への焼酎の出荷の帰り便に９００ｍｌびんが乗って

返ってきているが、各地域ごとに回収・洗浄拠点があるのが理想であり、

そのような検討を関係者間で行っている。 
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事例名 （２）リユース弁当箱プロジェクト(早稲田大学) 

対象地域 早稲田大学西早稲田キャンパス及びその周辺店舗 

実施期間 2005 年 10 月 11 日～同年 11 月 6 日（平日のみ） 

参加団体 キャンパス内飲食店、早稲田大学環境総合研究センター、新宿区・新宿区立

環境学習情報センター、NPO 法人新宿環境活動ネット、リユース食器ネット

ワーク、学生のべ 631 人 
取組の概要 全てのリユース弁当箱に ID 番号を振り、各参加者に参加者 ID 番号の振った

スタンプカードを配布した。各協力店では弁当販売時に各参加者に渡す弁当

箱 ID 番号と各参加者 ID 番号を記録した。また回収ボックスではどの回収拠

点にどの番号のリユース弁当箱が返却されているか弁当箱 ID を記録した。協

力店、回収ボックスでの記録を基に主催者側で各弁当箱、参加者を追跡し全

体的なごみ削減量、どの回収ルートが最も利用されているのかなどを調べた。

また、事後にアンケート調査を行い、問題点などを検討した。 
■弁当箱の流れ： 
① 学生が弁当を食べる。 
② 使用した容器を以下の 3 通りの方法で返却する。 

A.店に直接返す 
B.自分の家で洗浄し、翌日返す 
C. 大学内の回収ボックス（12 時～13 時に設置）に返す 

③ 洗浄した弁当箱を再び使用し、売り出す。 
■取組の効果： 
ごみ削減量：11.358kg   
  ※使い捨て弁当容器を 18g/個と仮定した。 
CO2削減量：46.65kg    
※使い捨て容器をポリエチレン製とし、CO2 削減量は早稲田大学永田研究

室が開発する LCA の指標である ELP により算出した。 
消費者を巻き込

むための工夫 
学内の掲示板等で情報発信するとともに、大学祭のイベントの一つとして、

リユース食器の利用を呼びかける展示を行った。 

最近の動向 本格的に実施するには、リユース弁当箱を利用してもらう事業者を特定する

必要があり、実証中は学生が回収していた回収ルートをどのように設定する

かなどの課題があるため、現在、検討を中断しているところである。 
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事例名 （３）イベント会場でのリユースカップの使用① 

対象地域 大分スポーツ公園総合競技場 

実施期間 2003 年 3 月 15 日～2005 年 2 月 19 日 

実施団体 エームサービス株式会社 

取組の概要 ■使用カップの規格 
ポリプロピレン製の 500mL カップ(58.0g) 
 
■システム概要 
① デポジット料金として 100 円上乗せして消費者に販売する。 
② 消費者が所定の回収所に容器を返却する。この時、デポジット料金

は返金される。 
③ 回収した容器を洗浄工場へ送る。 
④ 洗浄し、再利用する。 
 

消費者を巻き込

むための工夫 
サッカー場のボランティアを活用し、観客へのリユースカップの採用告

知するチラシ配りなどを行った。 

最近の動向 リユースカップの試験的導入は 2005 年 2 月まで行われたが、事業継続

のためには運営資金面での課題を克服できず、同スタジアムにおけるリ

ユースカップの利用は現在行っていない。 
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事例名 （４）祭り会場でのリターナブル容器の使用 

対象地域 京都各所の祭り 

実施期間 2003 年度～ 

参加団体 京アジェンダ 21 フォーラムえこまつりワーキンググループ、京都市 

取組の概要 • 2001 年より、イベントにおけるリターナブル食器の利用について具体的

な調査・研究を開始。 
• 2003、2004 年度には、環境省事業で「お祭り・イベントにおけるリター

ナブル容器システムの構築」を受託し、リユース中心のごみ減量方策を

システム化すると同時に、有効性を実証した。 
• その成果を受け、WG のメンバーである NPO 地域環境デザイン研究所

ecotone が事業化を図り、「リユース」を軸とした取組で京都のみならず

全国で活躍する「環境対策支援便 RE-ECO」事業が誕生。 
• 2006 年度は京都で開催された約 100 のお祭りやイベントに協力し、約

50 万個の使い捨て食器の削減に寄与した。 
 

消費者を巻き込

むための工夫 
京都市が積極的に関与し、市区で開催されるイベントでリターナブル食器を

導入。これが基になり、市民の間で口コミで広がってきている。 
また、月１回のペースで「えこまつりワーキンググループ」の会議を開催。

申し込めば誰でも参加できる仕組みを構築している。 
最近の動向 行政のイベントでも取り上げられたことをきっかけに、地域の学校や自治会

のイベントにも波及している。2006 年には市内で 100 件ものイベントで利用

された。 
なお、食器の貸出、洗浄は、NPO 法人地域環境デザイン研究所 ecotone が事

業として実施している。 
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事例名 （５）コンビニエンスストアにおけるリターナブル容器回収実験 

対象地域 関東地区のデイリーヤマザキ 5 店舗 

実施期間 2007 年 1 月 30 日～2 月 19 日 

参加団体 財団法人食品産業センター 

取組の概要 コカ・コーラ 190mL のレギュラーびんを対象とし（販売価格は 100 円）、び

んの返却者にはポストイットの景品を渡した。 
 
■告示方法 
商品棚のポスター、商品へのシールなどで告知 
※ただし、告知方法は店舗ごとによって変えた。 

消費者を巻き込

むための工夫 
商品棚へのＰＯＰ設置、びんへのシールの貼付を行い消費者への告知を行っ

た。なお、効果の比較検討を行うために、ＰＯＰでの告知を行う店舗と行わ

ない店舗を設定した。ただ返却率と告知の有無の相関関係は認められなかっ

た。 
最近の動向  
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事例名 （６）アミューズメント施設でのリユースカップ実験 

対象地域 鈴鹿サーキットランド内フラワーガーデンプール 

実施期間 平成 15 年 7 月 10 日(土)～8 月 10 日(火)の平日(ただし 7 月 10 日(土)・11 
日(日)は実施) 

参加団体 (株)鈴鹿サーキットランド、鈴鹿市、(財)バイオインダストリー協会など 

取組の概要 ■使用カップの規格 
ポリ乳酸(PLA)を主原料としたバイオマス由来プラスチック(BP)性のカップ 
■対象飲料 
通常紙コップで販売しているソフトドリンク 5 種類で販売容量は氷込みで約

550ml 
■システム概要 
従来価格である 200 円にデポジット料金を 100 円上乗せした 300 円で販売

し、飲み終わった後カップを回収所へ持ち込むと 100 円返却するという方式。

返却所は導入初日と二日目に限り、2 箇所(各 2 人)とし、その後は 1 箇所(1
人)とした。 
 ■洗浄方法 
従来から売店内にあった業務用食器洗浄機を利用 
 ■告示方法 
・実施場所での告示（ポスター、メニュー板、看板など使用） 
・実施前後のメディアによる告示（三重県及び(財)地球・人間環境フォーラム

HP、鈴鹿市広報による案内、新聞、テレビ、ラジオ） 
消費者を巻き込

むための工夫 
三重県の積極的な協力により、マスメディアへの広報も行われたが、基本的

にはサーキット内のプールという閉じた空間での取り組みであったため、無

理なく高い回収率を確保することができた。 
最近の動向 継続や、次年度の実証も検討したが、予算がなく、断念した。単純に容器代

だけでなく、回収や洗浄にかかる人員体制の整備とそれに伴う人件費が負担

として大きい。 
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事例名 （７）リターナブルびん促進モデル事業 

対象地域 神奈川県茅ヶ崎市の酒販店 27 店舗 

実施期間 平成 18 年 12 月上旬～平成 19 年 2 月上旬 

参加団体 藤沢小売酒販組合茅ヶ崎支部、茅ヶ崎市商店会連合会などで構成される

茅ヶ崎リターナブルびんモデル事業推進協議会、ガラスびんリサイクル

促進協議会 
 

取組の概要 • 既存リターナブルびんに加え、Ｒマーク商品を清酒・焼酎等 10 品

目程度に拡大し、消費者における商品の接触率と購買行動の向上に

向けた情報面でのインフラ作りを行うことによりリターナブルび

ん商品の普及を図った。 
• 具体的には、期間内に来店者にポイントカードを配布し、10 ポイン

トでオリジナルバッグを配布。CR マークのついた商品を購入した

際に 1 ポイント、空きびんを返却した際にも 1 ポイントもらえる仕

組みとした。 
 

消費者を巻き込

むための工夫 
事業の運営主体として「茅ヶ崎リターナブルびんモデル事業推進協議

会」を組織した。同協議会には酒販組合・まちづくり市民団体・びん商・

自治体が参画した。 
最近の動向 リターナブル商品のラインナップは、既存のリターナブルびんのみに戻

ったが、その後も地元の米で作った焼酎をリターナブルびんで売り出す

等、地域経済の活性化を目指した取り組みを続けている。 
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事例名 （８）モデル市町村のリターナブルびん分散収集効果・効率性検証事業 

対象地域 沖縄県那覇市 

実施期間 2007 年１月～2 月 

参加団体 那覇市、ガラスびんリサイクル促進協議会 

取組の概要 リターナブルびんに関する広報を集中的に実施し、その前後で買取びん種毎

の売却本数・不良びん数がどのように変化するかを実証した。 
 
■結果 
• 実験の結果、一升びんで４～５％、泡盛びんで１～３％、ビールびんで

０～２％の不良率であり、回収びんの品質は良好であった。 
• キャンペーンの前後で一升びんはさほど不良率が変化していないが、泡

盛びん、ビールびんは不良率が減少した。 
• 数量的には把握できなかったが、排出時に割れていたとみられる割れび

ん（本来ワンウェイびん扱いで分別排出する）の数は減少した。 
 

消費者を巻き込

むための工夫 
広報媒体（チラシ）を作成し、新聞折り込み広告により市内全域に配布した。 

媒  体 部  数 
沖縄タイムス 61,795 
琉球新報 64,895 
合  計 126,690  

最近の動向 これまでどおり、那覇市のごみ分別方法に従って、リターナブルびんの収集

が行われている。 
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３． 参考資料３ ヒアリング調査 
 先進的と思われるリターナブル容器の導入事例のヒアリング結果を以下に示す。 
 
３－１． 配達弁当事業：A 社  
 
（１） 取組のきっかけ 

・ 操業当時から、リユース弁当容器を使用した弁当の販売を行っている。 
・ 現在の弁当箱は、洗浄システムの自動化（後述）に伴い、10 年ほど前に導入した。 

 
（２） 取組の内容 
①リユース容器の利用状況 

・ 現在オフィス向けに配達している弁当は、全てリユース容器を使用している。また

仕出し弁当に関しても、基本的にリユース容器を使用しているが、お花見等回収が

できない場合など要望がある場合については、使い捨て容器を使用する場合がある。 
②販売数・弁当容器数・配達エリア 

・ 弁当販売数は 1 日に約 7 万食である。 
・ 容器数は倍の約 15 万で、1 個の容器を 2 日に 1 回のペースで使用している。 
・ 販売地域は、西は横浜から東は隅田川の手前までの約５０km の圏内である。 

③容器の回収方法および回収率 
・ 弁当の回収は、配達ドライバーが配達の帰りに同じ車で行っている。回収した容器

は洗浄工場において、洗浄機を用いて洗浄している。洗浄に際しては、弁当容器と

弁当容器の中に残った残飯とを、自動的に分離するシステムを用いており、そのた

めに弁当容器の形状も工夫している。 
・ 以前は建築現場などで、灰皿代わりになりプラスチックが溶けることや、ゴミとし

て棄てられてしまう事例があったが、最近はほぼ全て回収することができている。 
 
（３） 容器やその管理に関する工夫 
① 弁当容器に対する工夫 

・ 上述の弁当容器の自動洗浄システムの導入に伴い、新たな容器の開発を行った。ポ

リエチレン製の容器は、残飯と弁当容器を自動的に分離する工程のために独自開発

したものである。弁当容器のフタの淵を特別な厚さにすることで、フタと弁当容器

の間に隙間を設け、機械が隙間にツメを入れることにより、自動的にフタと弁当容

器を分離できるよう、独自のアイデアで開発した。 
②安全・衛生面での工夫 

・ 安全・衛生面では、弁当容器の洗浄および保管時の湿度について最も気を遣ってい

る。 
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（４） 消費者の反応 

・ 消費者への負担をかけていないため、リユース容器の使用に関する苦情などは寄せ

られていない。 
・ また、最近では容器の破損等トラブルも少なく、消費者の利用マナーも向上してい

るように見受けられる。 
 
（５） リユース弁当容器の成功要因 
①配達弁当業界におけるリユース弁当容器 

・ 弁当の盛り付け作業は機械化できるものではなく、人が盛り付けているため、使い

捨て容器とリユース容器を比較した場合、むしろ使い捨て容器の方が輪ゴム止めな

どで、手間がかかる場合が多い。この部分は、リターナブルビンの利用などの場合

とは異なる部分である。よって配達弁当でのポイントは、回収・洗浄段階をいかに

効率化・自動化し、使い捨て容器使用よりコストを抑えることが出来るかであると

考えている。 
・ 当社のような、リユースを前提とした盛り付け・回収・洗浄のシステムを構築した

場合、経済面、環境面の両面で、ワンウェイ容器よりも優位であると考えている。 
・ また、弁当の生産量を拡大する際には、必然的に洗浄設備などのリユース容器関連

の設備も増強させる必要がある。 
②他のリターナブル取組に応用できそうなポイント 

・ 配達弁当は基本的に「いかに残さず売るか」がポイントであり、同じ弁当でもコン

ビニなど一定割合の廃棄を前提とした仕組みとはかなり性質が異なる。よって簡単

に応用できるポイントはあまり見当たらない。 
 
（６） 課題 

・ 会社としてできることは全て行っているので、特に課題は見当たらない。今後とも

現在の仕組みで事業を行っていく予定であり、他の方式への拡大は考えていない。 
 
（７） その他 
弁当ロス率削減への取組、および残飯の処理について 

・ 月曜日から金曜日で 1 日あたり最大 12,000 食程度の変動があるため、弁当発注数

の予測が大変重要である。ごく稀に予測のズレが生じる場合には、現金売りを行っ

ているオフィスにおいて割引販売を行うこととしている。またそのような販売を行

うことができるオフィスを一定数確保している。 
・ 基本的に残さずに売ることが重要である。品切れで販売機会を失うことは問題では

なく、むしろ作りすぎて余るほうが問題であると考えている。 
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３－２． 大学生協：Ｂ組合 
 
（１） 取組のきっかけ 
・ 大学内で販売される生協の商品のうち、テイクアウトできる商品は弁当と飲料類のみで

あり、これらの商品から発生する廃棄物の削減を図りたいという思いがあった。 
・ もともと、生活協同組合では病院等への弁当の宅配を行っており、ここでリターナブル

容器を使用していた。しかし、効率性や消費者の使いやすさ等を考慮し、使い捨て容器

に切り替えたところ、販売量が減少したため、宅配業務を取り止めた。このような背景

を踏まえ、購買業務でリナーナブル容器を使った何らかの取組ができないかを考えてい

た。 
・ 2004 年に開催された生活協同組合の環境セミナーにおいて、リターナブル容器の検討

がなされたことをきっかけに、大学の学生らを中心にしてリターナブル弁当の取組が始

まった。 
 
（２） 取組の内容 
・ リターナブル弁当の種類は、現在以下の 4 種類（販売当初は 3 種類）である。 
9 日替わり弁当（500 円） 
9 豚ロース香り揚げ弁当（400 円） 
9 チキン唐揚げ弁当（400 円） 
9 チキン南蛮弁当（400 円） 
 
・ 弁当容器のデポジットを 600 円と設定。消費者は、最初に購入する際に商品代（400 円

か 500 円）と、デポジット 600 円を支払う。食後、容器を返却するときに、消費者が

600 円のキャッシュバックか、弁当箱デポジット券「えこか」の発行かの、いずれかを

選択する。 
・ 「えこか」を発行された消費者は、次回弁当購入時から「えこか」を提示すれば、デポ

ジット 600 円を払わずに購入することができる。 
・ 回収された弁当容器は、生協の食堂で、他の食器と一緒に洗浄される。 
・ 販売実績は 2006 年度で 4,033 食、2007 年度で 4,100 食であった。 
・ 1 日平均 20 食程度を売り上げる。最多では 50 食／日である。 
・ 大学内で販売される弁当量は、1 日約 1,000 食であり、このうち 350 食を生協が販売し

ている。この 350 食のうち、約 20 食がリターナブル容器で販売されている。 
 
（３） 容器に対する工夫 
・ 容器は、通常の弁当容器メーカーから 1 個 660 円で購入した。 
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・ 購入時に弁当の中身が見られるよう、容器と蓋との間に透明の蓋を付けた。 
・ この透明の蓋は、今回の取組のために、特別に発注したものである。 
 
（４） 取組の成果・効果 
・ 二酸化炭素排出量を指標に、使い捨て弁当容器とリターナブル弁当容器の LCA 比較を

行った結果、リターナブル弁当容器の二酸化炭素発生量は使い捨て弁当容器の 8 分の 1
であった。 

 
（５） 消費者の反応 
・ 取組開始から 4 ヶ月後に、消費者 100 数名に対してアンケート調査を行った。 
・ その結果、リターナブル弁当を知っていたのは 57 人であり、さらなる認知度の向上が

必要であることが分かった。 
・ また、リターナブル弁当が利用しにくい理由として、最も多かったのは「返却が面倒く

ださい（47％）」であり、次いで「デポジットへの抵抗感（24％）」、「販売場所が分から

ない（16％）」であった。 
・ リターナブル弁当を購入し、カードを活用することで、消費者に何らかのメリット（ポ

イント加算、キャッシュバック等）があるのかを聞かれることが多かった。 
 
（６） 課題 
① 消費者の認知度、理解度 
・ 大学構内の一部での販売であること等から、消費者にリターナブル弁当のことを知って

もらうのに時間を要した。 
・ リターナブル弁当のキャンペーン時に、店頭でリターナブル容器の紹介等、声かけを行

うと販売量が伸びた。しかし、キャンペーン終了後、声かけをしなくなると販売量が落

ちてしまった。 
・ リターナブル弁当にデポジットの仕組みを記した小さな紙を付ける、ポスターを掲示す

る等の広報を行ったものの、消費者にはカードを利用したデポジットの仕組みがなかな

か理解してもらえないようであった。 
 
② 返却の手間 
・ 食後のリターナブル容器の返却場所数が限られていたため、一部の消費者に対して「面

倒くさい」という印象を与えてしまう。 
・ 研究室の学生等、比較的時間の自由度が高い学生であればリターナブル容器の返却が可

能だが、午後からの授業を控えている学生にとっては、リターナブル容器を返却する時

間的余裕がないと思われる。 
・  
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③ インセンティブの付与 
・ ポイントの加算等、何らかの経済的インセンティブを求める声が消費者からあったが、

今回の取組では、リターナブル弁当をレジの設置場所以外で販売していたこともあり、

対応できなかった。 
・ 消費者からは「これを利用すると何が得なのか」と問われることがあった。ただし、生

協としては、買う側にとって分かりやすい“メリット”を提供するのではなく、環境に

配慮した生活を知ってもらうきっかけとして、リターナブル容器の取組を実施したいと

考えている。 
 
④ 販売量 

・1 日 20 食程度の販売であるため、一部の消費者からは「買おうと思っても手に入ら

ない」という意見が出されている。 
 

（７） 今後の取組展開 
＜はがす弁当＞ 
・ 2007 年 10 月より、生協が販売するテイクアウト弁当全種類（リターナブル弁当を除く）

を「はがす弁当」の容器に変えた。 
・ 「はがす弁当」とは、食後にトレーに張り付けられたフィルムを剥がし、フィルムと蓋

は廃棄、トレーは所定のリサイクルステーションで回収する弁当容器である。 
・ 回収されたトレーは、破砕後にリサイクルされ、再度同じ「はがす弁当」用のトレーに

再生される。 
・ 取組開始直後は、トレーの回収率は 13％ほどであったが、最近では認知度も高まり、

30％ほどになっている。今後は、4 月に入学する新入生への広報を重点的に行いたい。 
 
＜リターナブル弁当＞ 
・ 今後、デポジット料金を 600 円から 100 円にして販売を行う予定である。 
・ デポジット料金の大幅な値下げにも関わらず、販売量が一定ラインを下回るようであれ

ば、取組の打ち切りも考えられる。 
 
８. その他 
・ 生協食堂等に搬入される食材から出る廃棄物（段ボール、個別包装等）の量が非常に多

いと感じる。消費者向けの削減取組も重要だが、流通段階での削減取組のほうが、削減

量が大きく、取り組みやすいのではないか。 
・ 生協ではレジ袋の削減にも取り組んでおり、レジでは消費者に“レジ袋が必要かどうか”

を確認している。最近のレジ袋使用者の割合は 12％程度である。 
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３－３． スタジアム：C 協会 
 
（１） 取組の経緯 
①取組のきっかけ 
平成 15 年にＡ財団法人が、Ａ市にスタジアムにおけるリユースカップの導入を提案し、Ａ

市は提案を受けてＣ協会に導入を依頼した、Ｃ協会では依頼を受け平成 16 年 8 月からリユ

ースカップを導入している。 
②他機関からの支援 
Ａ市からの本事業に対する財政支援はない。民間企業からの支援としては、平成 16 年度、

17 年度の 2 ヵ年に渡って、計 1000 万円の支援があった。 
 
（２） 取組の内容 
①概要 
 サッカーJ リーグの試合において、持ち込み飲料の移し替え、場内での飲料販売（ホット

を除く）の際に、リユースカップを使用している。デポジット制を採用していない。カッ

プ回収後の洗浄については外部に委託しており、洗浄は洗浄工場で行っている。 
 
②事業規模 
平成 16 年度～平成 18 年度まではＪリーグの試合においてのみリユースカップの導入を行

っていたが、平成 19 年度からはさらにコンサートの際にもリユースカップを使用した。 
 
③仕組みづくりでのポイント 

(ア) スポンサー企業の獲得 
 平成 16 年度、平成 17 年度ではスポンサーを獲得したが、その後スポンサーを獲得でき

ていないため、財政的には苦しい状況にある。 
 

(イ) 回収方法 
 検討を重ねた結果、回収方法は、回収ケースをゴミ箱の隣に並べ（計 37 箇所）、観客が

回収ケースまで持っていく形式とした。また、デポジット制は採用しなかった。 
 

(ウ) 観客への PR 
 リユースカップの利用および回収について、観客に理解してもらう必要があることから、

場内売店付近へのポスター掲示、試合当日の大型画面を使ったアナウンス、ハーフタイム

にボランティアによる告知等の PR を積極的に行っている。 
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（３） 容器に対する工夫 
・ 容器の素材はポリプロピレン（PP）で、容量は 650ml のものを使用している。 
・ 「おみやげ」として観客が持ち帰ってしまわないように、シンプルなデザインを心がけ

た。 
 
（４） 取組の成果・効果 
①環境負荷削減効果 
 平成 18 年度の固形廃棄物削減量は紙コップ換算で 2,116kg である。また、二酸化炭素削

減量は 9,594kg である。 
二酸化炭素削減量はリユースカップ 1 回使用あたり６８g として算出している。 
 
表．平成 16 年度～18 年度の取組結果 
 試合数 カップ 

使用個数 
ごみ 
削 減 量

（kg） 

未回収容器個数 平均回収率（％） 

平成 16 年度 8 96,018 1,440 4,339 95.42 (76.54) 
平成 17 年度 22 213,327 3,200 8,933 95.81 (78.72) 
平成 18 年度 18 141,091 2,116 4,494 96.81 (84.06) 
合計 48 450,436 6,756 17,826 - 
（出所：Ｃ協会ご提供資料より） 
 
（５） 消費者の反応 
平成 16 年度および平成 18 年度にアンケートを実施したが、利用者からは好評価を得てい

る。平成 16 年度実施のアンケートでは、リユースカップの使用について９３％が「賛成」、

２％が「反対」、５％が「どちらでもない」と回答した。反対意見の主なものは、「汚い、

面倒、衛生面が心配」というものであった。 
 
（６） 成功要因 

(エ) 回収方法 
 デポジット方式でお金を返却する場所をつくるのではなく、スタジアム内の人の流れに

沿った形で、観客がゴミを捨てると同時にリユースカップを返却できるようにすることで、

大量に多くの人からのリユースカップの回収を行うことができている。 
(オ) ボランティアの活用 

 スタジアムではスタジアムボランティアが約 400 名程度登録されており、Ｊリーグの試

合毎に入場案内やゴミの捨て方の案内などを行っている。リユースカップの回収に関して

も、回収場所にボランティアが立ち、来場者に案内することで回収率の確保に寄与してい
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る。これらのボランティアを安定的に確保していることは、リユースカップの導入の際に

重要な点である。 
(カ) 他で応用できそうなポイント 

 スタジアムには数万人規模の観客が来場するため、来場者にとって面倒でない使い方を

提案することが重要である。その点ではコンサート等他のイベントとの共通点がある。 
 
（７） 課題 
・ 協賛企業の獲得 
課題としては協賛企業の獲得が第一にある。事業としては財政的な負担となっているため、

スポンサー企業の獲得によって財政的にも安定したものにする必要がある。 
・ 利用者のさらなる理解 
回収率は年々上がっているものの、さらなる回収率の向上には、いかに利用者の理解を得

るか（リユースカップは返すもの、という認識をもってもらう）ことが今後とも重要であ

る。 
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３－４． 宅配事業：Ｄ社  
 

（１） 会社概要 

・ パスタ、洋食の宅配フランチャイズである。大阪で事業を立ち上げ、現在、関西、関東

に 20 店舗の宅配拠点がある。 

・ 宅配する料理はセントラルキッチンで製造後、宅配拠点に分配するが、一部リユースを

している陶器皿は、各店舗で保有している。 

 

（２） 取組の経緯 

①取組のきっかけ 

10 年前に、パスタの宅配事業を立ち上げる際に、ゆで麺をのばさずに、温度を維持して

配達するにはどうすればよいかを検討し、暖めた陶器皿が最適であるという結論に達した。

プラスチック製容器では、暖めてもすぐに冷めてしまう。 

 

②他機関からの支援 

事業に対する行政からの支援は受けていない。 

 

（３） 取組の内容 

①概要 

 パスタの宅配事業で、陶器皿でパスタを宅配している。お皿は、基本的には売り切りで

あるが、家庭でそのまま食器として利用できる。再度注文時に、以前宅配したお皿が不要

である場合は、100 円のクーポン券と引き換えで回収をしている。 

 

②事業規模 

お皿は各店舗で回収し、各店舗で回収後、手洗いし、再利用している。回収量は、正確

な統計をとっていないが、販売数の１割前後であると考えられる。 

 

③仕組みづくりでのポイント 

(ア)売り切りを基本とした採算ベース 

回収のみで引き取りに向かうことはないので、回収率は１割前後である。主要客が業

務用（オフィスの会議や打ち合わせなどのニーズ）である店舗では回収率が高く、住宅

街では低い。回収が不確実であるため、基本的には、売り切りをベースとして、商品の

価格設定をしている。 

 

(イ)商品価値のある皿の採用 
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お皿は、シェフが、商品開発時に、商品の見栄えがよく、家庭で汎用的に利用できる

ものというコンセプトで、白色で大きめの皿を採用した。回収しやすさで採用したもの

ではない。皿はパスタ皿が２種類、洋食皿が１種類の計３種類である。 

 

（４） 容器に対する工夫 

・ 陶器皿ではなく、プラスチック製容器で配達を希望される場合には、プラスチック製容

器で宅配をしている。プラスチック製容器での配達希望率は全体の１割程度である。 

 

（５） 取組の成果・効果 

①環境負荷削減効果 

 宅配数の１割がプラスチック製容器での宅配であり、残り９割の宅配パスタが、陶器皿

で販売されているため、プラスチック製容器の廃棄物削減効果は販売量の９割である。な

お、陶器皿の回収率（リターナブル率）は 10％程度で、残り 90％は消費者の家庭で食器と

して利用されている。 

 

②コスト削減効果 

新品の皿を利用する場合にも、必ず手洗いをした後に利用するため、回収皿と手間は変

わらない。したがって、お皿の回収によって、お皿の購入費用分のコスト削減効果がある。 

 

（６） 消費者の反応 

消費者から直接聞く意見としては、どうしてもクレームが多くなる。たとえば、陶器皿

なので、テーブルに傷がついたなどのクレームがあったが、皿の調達後に、傷がつかない

かなどの検品を行っている。 

 

（７） 成功要因 

(ア)回収率が経営を圧迫しない仕組み 

 回収のみで引き取りに行くことはなく、また、お皿の売り切りをベースに商品の価格を

設定しているため、回収率が低くても、経営を圧迫することはない。 

 

(イ)商品コンセプトにあったお皿の採用 

通常の宅配料理よりも、おいしい料理を配達するというコンセプトに合致する容器とし

て、保温性が高く、食卓に並べたときに安っぽく見えない、白い大皿を採用することにし

た。お皿の売り切りをベースに商品の価格を設定すると、プラスチック製容器に入れて宅

配される他社商品よりも割高になるが、その割高分を納得させる品質、付加価値を提供し

ている。 
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(ウ)他で応用できそうなポイント 

ラーメンなど、パスタよりも麺がのびるなど、配達時間によって、品質が変わる商品に

ついては、同様に、容器を売り切りベースにして、リユース容器を採用することは可能な

のではないか。 

 

（８） 課題 

・ 低価格の陶器皿の確保 

プラスチック製容器の方が低価格であるが、現在は、陶器皿との価格差を商品価格に上

乗せすることで対応している。しかし、陶器皿は輸入しており、今後、調達先の製造原価

の増加や外貨レートの変動などにより、価格の上乗せで対応できない状況になると、プラ

スチック製容器に転換することもありえる。 
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 2－1 章で整理した各ヒアリング事例の詳細を以下に示す。 
 
３－５． E 社（リフィル） 
（１） 取組のきっかけ 

・ 「食後に発生する包装廃棄物量が多い」というカップめんの課題については、以前から

社内でも指摘されており、また、廃棄物量を減らして欲しいという消費者からの要望も

聞かれたことから、リフィル製品の開発に着手した 

・ チキンラーメン、カップヌードルに続く「新しい食スタイル」を提案するため。 

・ リフィルめんの開発は、環境配慮商品開発のシンボル的プロジェクトとして社内で位置

づけられ、全社の強力な後押しを得て進められた。 

 

（２） 取組の内容 

・ 使い捨てカップの中に麺が入っている従来品とは異なり、何度もリユースできるマイヌ

ードルカップと、リフィルの麺とを分けている。一度マイヌードルカップを購入すれば、

リフィルのみの購入で済むように設計されている。 

・ リフィルには脱気包装が施されており、包装自体は軟質プラスチックとして、廃棄でき

る。従来の使い捨てカップめんと比較すると、大幅に食後の廃棄物量を減らすことが可

能になった。 

・ リフィル中の麺は、従来品よりも約 80％に圧縮されており、よりコンパクトに設計され

ている。 

・ スターターパックには、マイヌードルカップ 1 個とリフィル 2 種類が入っている。 

・ 現在では、より買い求め易くするため、マイヌードルカップ 1個とリフィル１個が入っ

た「お試しパック」も販売している。 

・ 現時点では、販売エリアは関東地方 1 都 9 県(東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、山

梨県、群馬県、栃木県、茨城県、長野県、新潟県)に限られている。これは販売の初期

段階から全国エリアでの販売に踏み切るには、まだ生産体制が十分でなかったためであ

る。 

 

（３） 容器に対する工夫 

■マイヌードルカップへの工夫 

・ 従来商品のイメージを壊したくないとの観点から、容器の形はこれまでの相似形とした。 

・ 容器は手に持っても熱くないよう、2 重構造になっている。 

・ 2 重構造になっている内側のカップと外側のカップの間に、紙のラベルが入っている。

このラベルは取り換え可能であり、ウェブサイト上で様々なデザインのラベルをダウン

ロードし、消費者が自由に入れ替えることができるようになっている。 
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・ カップを洗っても中の紙ラベルが濡れないよう、内側カップと外側カップの繋ぎ目には

ゴムパッキンを入れている。 

 

■リフィル容器への工夫 

・ 本商品における技術開発の最大のポイントは、リフィル包装容器の開発である。包装容

器容量を少なく、なおかつコンパクトに捨てられるように包装容器の柔らかさを保ちつ

つも、衝撃強度や水分・ガス・光等の遮断機能を高めることに苦労した。 

・ このリフィルのように、「コンパクト」、「高い保存性」、「中身商品の取り換えが可能」

という要素を持つ商品は、カップめん以外の様々な商品にも応用が可能だと考えている。 

 

（４） 取組の成果・効果 

・ 従来商品は、1食あたりの廃棄物発生量が約 8.1ｇであったのに対し、本商品は 5.2ｇ程

度にまで削減できる。 

・ 商品の体積は、通常品比約 45%であり、非常にコンパクトな設計になっている。 

・ ゴミ容積は約 90％の減容化となる。 

・ LCA 分析（当社独自ｼｽﾃﾑ）による評価では、製造から廃棄までに至る二酸化炭素排出量

が 65%削減できる試算となる。 

 

（５） 消費者の反応 

・ 本商品のウェブサイトに寄せられる消費者のご意見は、比較的好意的なものが多い。 

・ 商品がコンパクトであることから、海外旅行等への持参に便利との意見がある。 

 

（６） 課題 

■価格 

・ リターナブル商品の開発にはそれなりのコストを要しているにも関わらず、従来の使い

捨て商品よりも低い価格設定にしなければ、消費者の支持は受け難いため、十分な価格

削減努力が求められる。 

・ 使い捨て商品よりもリターナブル商品の価格が低くなるようにメーカーで設定しても、

小売店の店頭に並ぶ際に、特売等で価格が逆転してしまうことがある。最終的に消費者

に提示される価格は、メーカーでは操作できない。 

・ 既存商品をリターナブル化する場合には、既存商品との価格バランスを十分に検討する

必要がある。 

 

■生産体制と販売地域 

・ リターナブルカップめんの取組は、ある程度の消費者がマイカップを所持してこそ、効

果がある。しかし商品販売の初段階から、大規模な生産体制を準備して全国展開を図る
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ことは現実的には難しい。 

・ 限られた生産体制の中で、商品を広い地域で販売すると、「カップは持っているものの、

リフィルを売っている店舗が見つけ難い」という消費者が増えてしまう。 

 

■販売先小売店の種類 

・ 今回の取組では、商品発売時の主な販売チャネルをコンビニエンスストアとした。「新

しい食スタイル」、「消費シーン」を拡げるターゲットがコンビニエンスストアユーザー

と合致すると考えた為である。しかし、コンビニエンスストアは、商品競争が非常に激

しく、一定の販売量が見込めなくなると商品を置き続けることが難しくなる。 

・ 現在は大手スーパーの定番を中心に販売されている。 

 

（７） 今後の取組展開 

現在のリフィルの賞味期限は 6 ヶ月間であるが、リフィル容器の改良が進み、より長い保

存期間（1年半～2年）を実現できれば、災害時等の非常食としても役に立つと考えている。 

現在のマイヌードルカップは、熱湯で調理することを前提としているが、今後はレンジで

の調理にも対応できるマイカップを販売する予定である。また、中身商品のラインナップ

も、適宜増やしていく予定である。 
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３－６． F 社（リユース） 
（１） 取組のきっかけ 
・ 米国の店舗では、もともと車で来店する客が多いが、90 年代に、マグカップを持参し

た客に対して割引サービスを実施したことから、現在のマイカップ・マイタンブラーに

よるサービスがスタンダード化したといわれる。 
・ 日本では、1 号店オープン当初からマイカップ・マイタンブラーのお客様への 20 円バ

ックのサービスを実施している。 
・ 現在進出している 40 カ国・地域のうち、顧客がマイカップやマイタンブラーを持参し

た際に割り引きを行うサービスを行っているのは米国、カナダ、中国の一部地域、香港、

日本のみである。 
・ F 社では、「顧客に寛いでコーヒーが飲める空間を提供すること」を重視している。マ

イカップやマイタンブラーの持参は、お客様のドリンクの飲み方の選択肢を広げる役割

を担っている。 
 
（２） 取組の内容 
・ 顧客が持参したマイカップやマイタンブラーに、コーヒーを提供する。この際、資源節

約に協力いただいた御礼として、顧客に 20 円のキャッシュバックを行っている。 
・ 持参するマイカップ、及びマイタンブラーは、F 社で購入した容器にのみ限定していな

い。 
・ 顧客の持参したマイカップ、マイタンブラーでコーヒーを提供する際には、容器を湯に

潜らせ温めてから提供しているほか、容器が汚れている場合には、洗ってから提供して

いる。 
・ 加えて、タンブラー利用を促進するために F 社のタンブラーはドリンク 1 杯が無料にな

るクーポン付で販売されている。 
・ 店内での飲食を希望する顧客に温かい飲み物を提供する際には、お客様からの要望に応

じて、できる限り、紙コップではなくマグカップで提供するようにしている。 
 
（３） 容器に対する工夫 
・ 飲み口に蓋を付け、中身がこぼれないように配慮している。 
・ 二重構造にし、持ち帰っても冷めないよう保温性に配慮している。 
・ 容器を持ちやすいよう、形をタンブラー中央部に“くぼみ”をつけたり、タンブラーの

底が滑りにくいような加工を施したりしている。 
・ 店舗で販売するタンブラーのデザインは、定番ものに加えて 6 週間に 1 度の頻度で季節

商品が出るほか、地域限定のデザインや、自分で自由にデザインできる“クリエイト ユ

ア タンブラー”も販売している。このような様々なデザインのタンブラーを提供する

ことで、タンブラーファンが増え、結果としてマイタンブラーを持参する顧客が増える
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ことを期待している。 
・ 他国でのタンブラー販売状況と比べ、日本ではやや小型の 12 オンスサイズ（470ml）

のものがよく売れているようである。 
 
（４） 取組の成果・効果 
・ マイカップ、マイタンブラーによる環境負荷削減状況の実態については、まだ研究の余

地はあるものと思われる。 
・ 一部の店舗で、店内飲食の顧客にマグカップで飲料を提供する実験を行った際、廃棄物

発生量が大幅に減った結果を目の当たりする等、従業員にとって良い気づきの機会とな

った。このような経験が「（お客様のニーズに応じて）できるだけマグカップで飲料を

提供しよう」という従業員のモチベーションアップに繋がるものと思われる。現在は一

部店舗で、部分的に（時間帯含め）ホットドリンクのマグカップ提供を強く推奨してい

る。 
 
（５） 消費者の反応 
・ 当該取組に関する消費者の意見は、店舗に常設している「リクエストカード」等を通じ

て社内で共有されている。毎年店舗の数は増えているなかで、マイカップやマイタンブ

ラーの持参率は一定に推移していることから、持参している人の数は増えているものと

予想される。 
・ 店舗内に設置している「お客様の声ボックス」には、環境面と衛生面に関するコメント

が多く寄せられている。 
・ オフィス街等、毎日利用する顧客が多い店舗では、特にマイカップ、マイタンブラーの

持参率が高いようである。 
・ 最近は、環境関連の活動を行っている学生（主に大学生）から、マイタンブラーに関す

る問合せを受けることが多い。 
 
（６） 取組に対する他国との違い 
・ 日本の消費者は、とりわけ「選べる楽しみ」を重視する傾向にあるのではないか。注文

の品だけでなく、容器についても顧客の要望を丁寧に聞くようなサービスが重視されて

いるようである。 
・ 日本の消費者は、衛生面への配慮をより重視する傾向にあるのではないか。 
・ 韓国の店舗では、「一回用品使用規制」に対応し、店内で提供する飲料はホット、コー

ルドに関わらず全てガラスか陶器のリユース容器を使用しているようだ。 
・ 英国の店舗では、店内で飲料を提供する場合は、紙コップよりも陶器のカップのほうが

好まれるという話を聞いたことがある。 
・ 日本の一部店舗では、自由にデザインできる“クリエイト ユア タンブラー”を、地
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域の子供たちが母の日や敬老の日のプレゼントとして利用する等、店舗と地域のコミュ

ニケーションツールとしてタンブラーが使われるケースがある。 
 
（７） 課題 
■オペレーションの変更 
・ 現状のオペレーションでは、顧客から受けた注文内容を紙コップやプラカップにマジッ

クで記入し、その指示に従って飲料を作っている。 
・ これに対し、容器が陶器やガラスのコップになった場合は、注文内容を容器に直接書き

込むことができないため、付箋等を張り付ける手間が生じる。その他、カップを湯通し

したり洗浄したりする工程も必要となる。 
・ このように、容器をマグカップ等に切り替えるためには、注文から商品提供までの時間

が長くなることに加え、現在確立されている従業員のオペレーションを大幅に変更する

必要がある。 
・ なお、レジのすぐ後ろに配置されている「本日のコーヒー」が、マグカップでの提供は

容易であるのに比べて、レシピが複雑なラテやモカ等、エスプレッソバーを使用する飲

料は特にオペレーションの変更が大きい。 
 
■破損・紛失 
・ 陶器やガラスの容器は、使用と洗浄を繰り返しているうちに必ず破損する。これにより、

破損したカップで従業員が怪我をするリスクや、ガラスの破片が提供する飲料に混入す

るリスクが発生することはすでに実験結果として出ている。 
・ マグカップで飲料を提供している店舗では、毎月一定量のマグカップが紛失している。

この補填に要する費用負担も無視できない。 
 
■店舗設計の変更 
・ ガラスコップやマグカップは、紙コップやプラカップのように重ねられないため、店舗

内で比較的大きな保管スペースを要する。また、衛生上、扉のついた棚に収納する必要

があるため、新たに棚を設ける等、店舗の設計にも大きく関わってくる。 
 
■飲料を提供するまでの時間・手間の増大 
・ カップを温めたり洗浄したりする必要があるため、紙コップやプラカップで飲料を提供

する場合よりも時間と手間がかかってしまう。 
・ 客数の多い店舗や、混み合う時間帯には、マグカップでの提供が難しい。 
 
■衛生面 
・ マグカップに口紅等の取れにくい汚れが付き、なおかつその汚れを従業員が見落してし
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まった場合には、良かれと思った店内マグカップサービスが、お客様に不愉快な思いを

させてしまう結果になりかねない。 
・ カップの洗浄は徹底しているが、汚れの付着が残るリスクは回避し難い。 
 
（８） その他の取組 
F 社では、リユース容器の取組の推奨だけではなく、以下のような様々な取組を併せて実施

している。これらの環境取組を総合的に評価する視点が必要である。 
・ ホットドリンクの紙コップ 2 枚重ねを止め、スリーブを開発 
・ 紙ナプキンを竹パルプの素材に変更 
・ 間伐材使用のマドラーを採用 
・ 環境に考慮した店舗デザインなど 
 
・ バイオマスプラスチックの使用については、これまで様々な業者からサンプルは送られ

てきているが、具体的な導入計画は現時点ではない。 
・ アジア太平洋地域に立地する店舗への材料は、同一の流通拠点・ルートを使用すること

になっている。 
・ 環境に対する社会の視点は常に変化している。F 社は、自らのスタイルを保ちつつ、で

きることは検討したいと考えている。 
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３－７． G 社（レジ袋の有料化） 
（１）取組の経緯 

■取組のきっかけ 

・Ｇ区では、平成 14 年 3 月に「Ｇ区環境目的税」（レジ袋税）を制定したが、小売業者の

反対や、Ｇ区レジ袋削減推進協議会の答申により、施行は先送りにされていた。その中で、

区は有料化モデル構築のための実証実験の実施に踏み切り、モデル事業の実施についてＧ

社へ依頼があった。 

・依頼を受け、平成 18 年 10 月 16 日にレジ袋削減推進のための地域自主協定を、レジ袋削

減推進協議会とＧ社、Ｇ区の３者間で締結した。 

 

■他機関からの支援 

 上記地域自主協定に基づく実証実験だったため、実証実験期間中については以下の資金

面もしくは人的面での支援を受けた。 

 

■Ｇ区レジ袋削減推進協議会からの支援 

Ｇ区レジ袋削減推進協議会からは、環境省モデル事業補助金を活用して以下の支援を受け

た。 

＜金銭的支援＞ 

・ 配布のためのレジ袋の折りたたみ 

・リーフレット配布 

・チラシ作成・折込 

・ マイバックを周辺住宅へ配布（一部） 

・店内放送（エンドレステープの提供） 

 

■Ｇ区からの支援 

＜金銭的支援＞ 

・ 店内啓発用ポスター、のぼり等 

・リーフレット作成 

・ガードマンの委託配置 

・店内放送 

・ 区報への実験内容の掲載 

 ＜人的支援＞ 

 ・ 説明員としての区役所職員の配置 
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（２）取組の内容 

■概要 

・ Ｇ社Ｇ店において平成 19 年 1 月 15 日～3 月 31 日の期間でレジ袋有料化の実証   

 実験を行った。 

・ 今まで無料で配布していたレジ袋の配布をやめ、消費者がレジ袋を必要としている場合

には、1 枚 5 円で販売した。 

・ 有料販売を開始するにあたって、それまで何種類かに分かれていたレジ袋を廃止し、代

わりに従来のレジ袋より少し厚めの素材を用いてリユース性を高めたレジ袋1種類を導

入した。 

・ レジ袋の表面に「お買い物の際はこの袋をお持ちください」とリユースを促す文言を印

刷した。 

・ 実証実験終了後も引き続き、取り組みを継続している。 

 

■取組の規模 

・ 対象店舗 Ｇ社Ｇ店１店舗で実施 

 売場面積 約 2,000 ㎡（地下、1 階の２層式店舗） 

 1 日来客数：3,200 人 

 営業時間：9：00～24：00 

 

（３）取組に対する工夫 

■実証実験時の工夫 

・ 実験実施１ヶ月前から、新聞折り込みチラシや店内でのリーフレット配布、ポスター貼

付などによって、有料化の実施について広報を行った。 

・ 実験実施機関中は説明員を配置した。実証実験は区の方針のもとで行っているため、主

に区の職員に実施後１週間店内に常駐してもらい、お客様から質問等があった場合対応

していただいた。当初予想していたより消費者からのクレームなどが発生しなかったた

め、２週間目以降は説明員の配置は行わなかった。 

 

■利便性確保のための工夫 

・ 商品が納入される際に用いられるダンボールをばらさずに、上蓋だけ開いた形で消費者

に提供したところ、１日に平均３０～４０個が利用された。自転車の前カゴに適した大

きさの箱があったため、自転車での来店の際に利用されるケースが多かった。なお、ダ

ンボール空箱提供については、有料化実施前に視察した有料化導入店舗での事例を参考

にした。 

 

・ 一般にマイバックを複数持参する消費者は少ないため、米など容積や重量が大きい商品
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の販売量が低下したことから、米については粘着テープで取手をつけることで利便性の

確保に配慮した。ティッシュ箱や紙おむつについては、商品パッケージにもともと取手

がついているため、米のような工夫は必要なかった。 

 

■クレームへの対応 

クレームへの対応については、Ｑ＆Ａ方式の対応マニュアルを作成し、従業員教育を行

った。クレームについては、基本的にはサービスカウンターに誘導し、そこで対応する

こととした。ただ、一般の消費者からは特にクレームはなく、むしろ応援や励ましの言

葉を頂くことが多かった。 

また、消費者の理解が進んでいた要因としては、Ｇ区自体の取り組みや、それにともな

う区民の環境意識が高いことがあるのではないか。 

 

■実証実験終了後の工夫 

実証実験終了後は、Ｇ店独自で有料化に伴うサービス商品を提供している。 

 

（４）取組の成果・効果 

■環境負荷削減効果 

・ 実証実験期間中のレジ袋辞退率は 84％であった。 

・ 全体でみると約 22 万枚のレジ袋を削減することができた。 

・ G 区が実験開始から１ヶ月の期間を対象に、実験実施前と比較した調査結果によると、

レジ袋の使用量は一日約 3,240 枚から約 561 枚に減少した。（平均来客数を 3,000 人/日

として算出） 

 

■経済効果・影響 

・ レジ袋の収益 

実験期間中のレジ袋の売上高のうち原価を除く収益額は 45,363 円であったが、全額につ

いて近隣の小学校への寄付を行った。 

 

・ 費用対効果 

 Ｇ区ではレジ袋使用枚数削減による費用対効果を算出した。費用対効果分析では、レジ

袋有料化実施前と実施期間での変化について、以下の数値をもとに費用削減効果を算出し

た。 

＜算出の前提＞ 

 実験開始から１ヶ月の期間をデータの対象とした 

 期間平均来客数：3,000 人／日 

 レジ袋の使用者割合：72％から 17％へ減少 
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 一人当たり平均使用枚数：1.5 枚／人から 1.1 枚／人へ減少 

 

＜ポイント蓄積者増加効果＞ 

 レジ袋を 1枚断ることに対して、2ポイント（＝２円）のポイント還元を行っているため、 

 全客数に対するポイントカード保有者の割合を 75％と設定した場合、147 万円／年のポ 

 イントがカード保有者に蓄積された。 

 

＜資材購入費低減要因＞ 

レジ袋利用量が 3240 枚/日から 561 枚/日に減少し、561 枚についてはレジ袋の原価を差

し引いた収益分を寄付したため、3240 枚分の約 237 万円の削減効果があった。 

＜容器包装リサイクル法委託料低減要因＞ 

561 枚／日から、容器包装リサイクル法委託料金の算定方法に基づき、算出すると、26

万円／年の削減効果があった。 

 

上記３つの要因をもとに、顧客単価の減少を考慮に入れずに合算すると、年間 116 万円

の費用削減効果が算出された。 

 

・顧客単価の減少 

 Ｇ区では、有料化実施店舗と近隣の同様の規模の有料化非実施店舗での、有料化実施前、

実施後での比較調査を行っている。客数については２店舗ともあまり差がないが、顧客単

価でみると、非実施店舗は実施前比 95.3％であるのに対し、有料化実施店舗は 93.4.％と

1.9 ポイント減少が大きい結果となった。この要因としては、消費者が持参するマイバック

の容量に購入商品の点数や大きさが制約されることが考えられた。ただ、実証実験開始の

時期に近隣にドラックストアが出店し、生鮮食品以外の商品について競合しているため、

純粋にレジ袋有料化による影響がどこまでであったのかを切り分けるのは難しい。 

 

（５）消費者の反応 

・消費者からは基本的には応援や励ましの言葉をいただき、予想よりも反応は良かった。 

・実験時には一日６００枚程度の有料レジ袋の利用があったが、最近は１日４００枚程度

まで減少している。実験時でも昼間でのレジ袋の利用はほとんどなく、６００枚のうちの

ほとんどが夕方～夜にかけての消費者による利用であったため、現在は帰宅途中などに夕

方以降の時間帯に立ち寄る消費者についても、マイバック等の利用が進んでいる可能性も

考えられる。 
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（６）課題 

■実験開始前に懸念されていた課題 

・ 万引きへの対策 

万引きについては、実験開始前の懸念材料であったが、実際にはレジ袋有料化との関係は

認められなかった。 

■実験開始後に顕在化した課題 

・ 一部製品の売り上げ減 

 缶ビールやコメなど、マイバックに納まりきらない製品についての売り上げが低下した。

（前述） 

 

（７）今後の方向性 

・ 今後のレジ袋削減施策の方向性について 

Ｇ店周辺には競合店舗が複数あるが、Ｇ店が地域で唯一のレジ袋有料化店舗であるため、

競争上不利となっている。今後レジ袋有料化を実施するにあたっては、公平性の観点から

地域単位での実施が望ましいと考えている。 

・ 他店舗での導入の予定 

最近地方自治体においてレジ袋の有料化に関する検討が行われており、当社でも複数の自

治体から協力の依頼を受けているため、今後各地で導入される可能性はある。 

 

 


